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はじめに 
 
 都市マスタープランは、名張市が掲げるまちづくり計画の中でも都市計画に関する総合的

な計画であり、本市においては、「名張市都市マスタープラン」を1998(平成10)年に策定し

ています。 

 計画を策定してから今日に至るまでの10年間には、少子高齢・人口減少社会の到来など社

会的に大きな変化がありました。また、地方分権の推進や日常生活圏の拡大に伴う行政圏の

広域化などが進められてきており、市をとりまく環境は激変といってもよいほど大きな変化

を遂げています。 

 このような社会の大転換に対応するため、国においても都市計画法の改正や都市計画制度

の運用等にあたっての考え方の変更が行われています。同時に、国の国土開発に関わる計画

の見直し、県の長期計画の見直しなども進められてきました。  

 2004(平成16)年より、本市においても、名張市総合計画｢理想郷プラン」を策定し、新た

な社会に対応したまちづくりへの取組を開始したことから、総合計画「理想郷プラン」の趣

旨も踏まえつつ、この度、都市マスタープランの見直しを行うことといたしました。 

 この計画は、総合計画「理想郷プラン」に掲げる将来都市像「豊かな自然と文化に包まれ、

誰もがいきいきと輝いて、幸せに暮らすまち」を実現するため、都市環境分野の基本方向で

ある「まちと文化をともに創る、いきいき生活都市」を目指した取組の中心となる計画です。 

 つきましては、この都市マスタープランの推進に向けては、市民の皆様をはじめとする多

様な主体の協働、参画により、取り組んでまいります。 

 





 

 
 
 

 序 
 
 

I. 都市マスタープランについて
II. 見直しの背景

主な内容

序
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I． 都市マスタープランについて 
 
1 計画の内容について 
都市計画とは、一般にいう広い概念の「まちづくり」を実現するうえで、健康で文化的な

都市生活及び機能的な都市活動を確保するために、「都市計画法（昭和43年6月15日法律第
100号）」に基づいて、土地利用、都市施設及び市街地開発事業について定めるものです。 

 

　 多く の市民が健康で文化的な暮らしを都市で営むためには、 道路、 上下水道、 学校、 文

化施設などを集中的に整備する必要があり ます。

　 このよう に生活に必要な各種の施設・ 設備を都市計画で定めて整備しています。

　 市の中心地域における土地区画整理事業など、 暮らしやすい都市を形成していく ために

は都市整備の方向を見定めて重要となる地域で面的な整備を行う ことなどが必要となり ま

す。

　 このよう に重点的な地域（ 市街地） における地域の開発を行う 事業なども都市計画で定

めて実施しています。

土地利用

市街地開発事業

都市施設

　 住宅地のすぐそばに工場が建ったり すると安心して暮らせる環境を守ることはできませ

ん。 このよう に、 健全な暮らしや機能的な都市を整備していく ために、 様々な土地利用に

関するルールを定める必要があり ます。 これらを総称して「 土地利用規制」 と呼びます。

　 土地利用規制は、 農地に関するもの、 森林に関するもの、 自然公園に関するものなど様々

ですが、 この計画では都市に関するものを主として扱っています。

　 都市計画では、 まず、 地域地区（ 用途地域） を定めています。 これには、 大きく 分けて

住居系、 商業系、 工業系の 3 種類があり ます。 また、 特定の地域に関して土地利用のあり

方や建築物に関する規制を行う こ と があり 、 これを地区計画と呼んでいます。

 
 
2 計画の役割について 
 
①総合計画と都市マスタープラン 
本市の総合計画である「理想郷プラン」は、2004(平成16)年度を初年度として、図１のよ
うに「ふれあいと共助で築く、すこやか生活都市」（共助）、「人と自然が共生する、うる

おい生活都市」（共生）、「まちと文化を共に創る、いきいき生活都市」（共創）の3つを
基本方向として、「豊かな自然と文化に包まれ、誰もがいきいきと輝いて、幸せに暮らすま

ち」を将来都市像とし「暮らし広がる連携型都市構造の形成」を目指すべき都市構造として

います。 
また、政策目標は５つに区分されていますが、本計画は、主として都市環境等の分野に該

当します。 

I. 都市マスタープランについて
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豊かな自然と文化に包まれ、
誰もがいきいきと輝いて、

幸せに暮らすまち

ふれあいと共助で築く、
すこやか生活都市

人と自然が共生する、
うるおい生活都市

まちと文化を共に創る、
いきいき生活都市

1.人権、まちづくり、健康福祉

2.自然環境、農山村

3.都市環境、防災、都市産業

4.教育、文化

5.協働、都市経営

〈将来都市像〉 〈まちづくりの基本方向〉 〈政策目標〉

 
図1 理想郷プランの将来都市像と3つの基本方向  

②県と市の役割分担 
都市計画は、本市単独で定めるのではなく、都道府県及び市町村が連携して都市計画を定

めることとなっており（都市計画法第15条）、都道府県は主として「都市計画区域の整備、
開発及び保全の方針に関する都市計画」を定め、市町村は市町村の区域に関する都市計画を

定めるというおおよその役割分担が成り立っています。 
このような役割分担のうえで市町村は、「当該市町村の建設に関する基本構想並びに都市

計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該市町村の都市計画に関する基本的な方針

を定める。」（都市計画法第18条の2）とされていますが、これがいわゆる「都市計画マス
タープラン」です。 
これに対応して、都道府県の定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（都市

計画法第6条の2）は、「都市計画区域マスタープラン」と呼ばれています。 
このように、本計画は、本市の総合計画に基づくものであり、同時に、県の都市計画に即

するものです。また、計画の内容は、土地利用に関するもの、都市施設に関するもの、市街

地開発事業に関するものに区分することができます。 
 

地域地区の指定
（法第8条）

都市施設
（法第11条）

市街地開発事業
（法第12条）

　　三重県の都市計画

　　◯都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

　　　（三重県都市計画区域マスタープラン）

名張市都市マスタープラン

地区計画等
（法第12条の4）

土地利用 都市施設 市街地開発事業

名張市土地利用マスタープラン 国土利用計画（名張市計画）

　　名張市総合計画「理想郷プラン」

　　◯都市空間形成の方向

　　　・目指すべき都市構造

　　　・土地利用の方針

 
図2 計画の役割 
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③広域的役割への配慮 
○近畿圏と中部圏との結節点 
本市は三重県の西端にあり、県庁所在都市津市に隣接するとともに中部圏の中心都市

である名古屋市から約100kmの位置にあり、中部圏開発整備法に基づく、保全区域（赤
目青山香肌峡区域）の指定を受けています。 
また、奈良市、大阪市、京都市、大津市など近畿圏の県庁所在都市にも近く、近畿圏

整備法に基づく都市開発区域（伊賀区域：奈垣、神屋、布生、長瀬及び上長瀬の各区域

を除く。）、保全区域（赤目室生月ヶ瀬区域）の指定を受けています。 
近年の東西の幹線交通網の整備とあいまって中部圏と近畿圏との結節点としての役割

に加えて、三重県の西の玄関口としての役割も期待されています。 
文化的にはいにしえのころから近畿圏とのつながりが深い地域であり、本市への転入

者や本市からの転出者をみても県外との移動が占める割合が高く、市民生活のうえでは

近畿圏とのつながりが濃いというのが実感です。 
そのため、中部圏・県央との連携を図るとともに、近畿圏との連携を意識した都市整

備が必要です。 
 

愛知県

◯名古屋市

◯津市

◯大津市

名張市

◯奈良市

京都市◯

◯大阪市

◯和歌山市

岐阜県

奈良県

大阪府

滋賀県

和歌山県

京都府

 
図3 本市の位置（広域） 

 
（資料編参照） 
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○伊賀圏域としての一体性 
三重県は、中央部から南部にかけて山地が広がっており、都市的な地域は伊勢湾岸、

上野盆地（伊賀盆地）及び熊野灘にそれぞれまとまりをもって展開しています。 
本市は、上野盆地（伊賀盆地）の都市的地域として、現在（平成21年12月）策定中の
「三重県都市計画区域マスタープラン」においても伊賀市と一体的な圏域として位置付

けられています。 
また本市は、広域行政圏としても、伊賀地域に属しており、この面でも隣接する伊賀

市とは密接な関係にあります。 
伊賀市、名張市の2市を構成市とする広域的な計画として「新しい伊賀地区ふるさと
市町村圏計画 いが新世広域プラン」などがあり、これらの計画との連携も不可欠です。 

 

津市

四日市市

伊勢市

松阪市

桑名市

伊賀市

鈴鹿市

名張市

尾鷲市

亀山市

鳥羽市

熊野市

木曽岬町

北勢地域●

●
●

●

●

東員町

いなべ市

菰野町 朝日町

川越町

多気町

明
和
町

大台町

玉城町

南伊勢町

大紀町

度会町

志摩市

紀北町

御浜町

紀宝町

中南勢地域

伊賀地域

伊勢志摩地域

東紀州地域

 
図4 広域行政圏の区分（資料：「県民しあわせプラン 第二次戦略計画」p585） 
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3 計画の期間 
 
都市計画の実現には通常、20年、30年という長い時間が必要となります。 
そのため、一般的に都市計画マスタープランは概ね20年前後の都市像や都市づくりの方針
を定めることとしています。 
なお、現在三重県で見直しが行われている「都市計画区域マスタープラン」は、2010(平
成22)年を基準年として概ね20年後を目標年としており、本計画においても、都市計画区域
マスタープランとの整合を図るため、計画期間を2010(平成22)年度から、概ね20年後の
2028(平成40)年度と定めます。 
ただし、今後の社会情勢の変化や各種計画の変更が生じた際は、必要に応じて見直しの検

討を行うこととします。 

計画目標年次： 2028（ 平成 40） 年度
  

4 計画の対象区域 
都市計画マスタープランの対象区域としては、通常、都市としての一体的な整備を図るべ

き区域としての都市計画区域を対象とすることが一般的となっています。 
本市は、都市計画区域と行政区域が等しいため、市全域を計画の対象区域としています。 

赤
目
口

名張

桔
梗
が
丘

美
旗

鉄道駅

鉄道

国道

主要地方道

一般県道

用途地域

行政区域・都市計画区域

凡例

計画対象区域： 名張市全域

 
図5 計画の対象区域 
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（参考） 
都市計画においては、計画的な都市整備を図るため、行政区域の中に複数の区域を段階的・系統的に定めてい

ます。その中には、本市では定めていないものもありますが、ごくおおまかには以下のとおりです。  
 
 
 
行政区域 　 名張市の区域

都市計画区域 　 都市計画の対象と なる区域で、 本市の場合、 行政区域と同じです。

地域地区

　 住宅地、商業地、工業地などの、土地利用上の区分を定める用途地域などをはじめと して、

都市計画区域内の土地をどのよ う に利用するかを定め、 建築に関する制限を行い、 土地の

適正な利用と保全を図るも のです。

市街化区域

　 既に市街地と して成熟している地域や概ね 10 年以内に市街化を図る区域と して定める

も のですが、 本市では定めていません。

市街化調整区域

　 市街化区域以外の保全を旨とする地域と して定めるものですが、本市では定めていません。

市街地

　 特に法的な定めはあり ませんが、 こ の計画では地域地区（ 用途地域） の定められた範囲

を市街地と呼んでいます。  
図6 都市計画における区域の概念 

 
 
 

行政区域

都市計画区域

市街化区域
（地域地区の指定）

市街化調整区域
（農業振興地域など）

 
図7 都市計画における区域の関係 
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II． 見直しの背景 
 
社会・ 経済の大きな転換点

このまちで暮らし続けるために

人口の推移

　 2005（ 平成 17） 年の国勢調査をみると本市の人口は減りはじめています。 人口推移をも

とに試算すると、 2015（ 平成 27 年） には国勢調査ベースで概ね8 万人程度になるものと予

想されます。

　 これは、 本市に限ったことではあり ませんが、 これまでの人口が増加することを前提と し

たまちづく りの見直しが求められています。

年齢構造の変化

　 人口の減少と同時に、 今後急速に進む高齢化も、 まちづく り について多様な問題を投げか

ける要因となっています。

都市経営コスト

　 本市は、 用途地域の定められた市街地以外にも住宅地が多数あり、 分散型の都市構造とな

っています。 そのため、 都市機能を維持するための公共サービス（ 施設整備、 公共交通、 上

下水道など） に要するコスト も嵩みがちです。

　 継続的なまちづく り を進めるう えで、 高齢化に伴う社会保障費の増大や人口減少による市

税の減収など、 都市経営コスト についても充分な配慮が求められています。

低炭素社会への転換

　 低炭素社会への転換については、 家庭や事業所だけでなく 、 都市構造においても対応すべ

き課題も多く なっています。

　 本市の分散型の都市構造を支えているのは自動車交通ですが、 温室効果ガスの排出を抑制

するためには、 歩いて暮らせるまちづく り や公共交通、 徒歩や自転車などへの移動手段の転

換などを進めていく 必要があり ます。

コンパクト シティ

　 持続可能なまちづく りを進めていく う えで、 新たな住宅地の開発を抑制することにより居

住の場の拡散を防ぐことや既存の市街地・ 住宅地・ 集落において地域の魅力を活かした集約

型のまちづく りを進めていく 必要があり ます。

　 まちづく りには多様な主体の参加が不可欠です。地域社会を多様な主体が担う「 新しい公」

の社会形成により持続可能なまちづく りを進めていく 必要があります。

シビルミ ニマム

　 高齢化や人口減少に対応できるまちづく りを進めていく ためには、 市民が暮らしていく う

えでのシビルミ ニマムを設定し、 これを公的なサービスと して確保するという 合意形成が不

可欠となっています。

新しい公
こう

( シビルミ ニマム） 自治体が住民に保障し なければならない最小限度の生活水準のこと。  
（詳細については、第三部 資料「V． 社会経済構造の変化について」を参照） 
 

II. 見直しの背景



 

 

 
 
 

第一部 ビジョンと方針 
 

第一部　ビジョンと方針

III． 将来の都市構造とまちづくりの方針
IV． 土地利用の方針

I. 2 つの方針
II. 都市のビジョン

V． 都市施設整備の方針
VI． まちづくりと連携した取組の方針

主な内容
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概要

2つの方針

①まとまりのある市街地と集落の整備

②軸の整備と市内連携の充実

　新たな開発を抑制し、まとまりのある市街地と集落の整備を進めるため、土地利用、
都市施設の整備を進めます。

　市内各拠点をつなぐ軸の整備を図るとともに、市内における多様な連携の充実を図っ
ていきます。また、公共交通などを中心として、市民の暮らしを支えるシビルミニマム
を確保し、暮らしやすい都市の実現を目指します。

　このまちが私のふるさと　なばり
　豊かな自然とくらしが織りなす美しいまち
　みらいにつなぐこのまちが　私たち共有の財産です

都市のビジョン

将来の都市構造とまちづくりの方針

・ 市街地拠点、生活文化拠点、集落居住拠点、産業拠点、観光・交流拠点など市内各拠点に
応じた土地利用規制と都市施設整備を行います。

・ 東西・南北の都市交通軸の整備により市域全体の連携を強化するとともに、広域交通軸の
整備を通じて広域アクセスの改善を図ります。また、市内交通軸の充実により利便性向上
に取り組みます。

土地利用

・ 適切な土地利用の規制・誘導を通じて、二地域居住、田舎暮らし、まちなか居住など本市
の財産である多様な居住環境の魅力を高めます。
・ 秩序ある土地利用の推進により整然とした美しい都市を目指します。
・ 農地や山林、自然公園区域など土地の特性に応じた利用を図り災害に強い都市づくりを進
めます。

都市施設の整備

・ 魅力的な市街地や集落を形成していくため、拠点の特性に応じた都市施設の整備を図りま
す。
・ うるおいのある市街地の公園、山間地における体験空間など地域の魅力を高める都市施設
の整備を図ります。

・ 集約連携型都市の実現を支える軸の整備など、持続可能な都市を目指した都市施設の整備
を進めます。

①多様な居住

②連携の強化

・市街地・集落にまとまりのある都市
・適切な居住環境を選択できる都市
・安心して暮らせる都市

・交通軸の整った都市
・市民の暮らしを支える都市

③美しい都市 ・美しく魅力あふれる都市
・地域の活力を創造する都市
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I． 2つの方針 
総合計画で示した都市を実現していくためには、社会経済環境の変化に対応した新たな都

市形成の方向を目指すとともに、従来の都市形成の歴史を引き継ぎ、市内のそれぞれの地域

を活かし、総合計画における将来都市像の実現を目指していかなければなりません。 
  

1 まとまりのある市街地と集落の整備 
 
今後の都市形成においては、現在の分散型の都市構造から集約連携型の都市構造への転換

を図ることを基本的な方針とします。 
本市の場合は、一極集約型の構造ではなく、市内において個性ある複数の拠点を形成し、

それぞれの拠点において集約化を図ることが大切です。 
そのため、新たな開発を抑制し、各拠点の特色に応じた集約化を進めるとともに、各拠点

における活力ある地域づくりを目指します。  
１）郊外部での開発抑制と拠点への誘導 
郊外部での新たな住宅地等の開発については、これを抑制します。 
あわせて既存の各拠点への各種資本、人口などの緩やかな誘導を図り、拠点ごとの集約化

を図ることにより都市活動の効率を高めます。  
 
２）市街地における都市機能の充実 
本市の中心となる地域は、本市の中心であるばかりでなく、伊賀圏域全体の拠点としても

位置付けられるものであり、行政機能、商業・業務機能、都市型居住機能などの市街地機能

を集約し、明確な輪郭をもたせます。 
同時に、都市の中心にふさわしいにぎわいの場としての整備を進めるとともに、都市経営

効率の向上、環境負荷の軽減のため歩いて暮らせるまちづくりを推進します。  
 
３）各拠点における集約化の推進と個性を活かした活力の創造 
居住区が緑の中に浮かぶ島のごとく配置され、すべての島が、緑の恩恵を享受可能でコン

パクトな、美しく健やかな居住区となるよう拠点化を推進します。 
そのため、それぞれの拠点の特性を活かした集約化を進め、拠点の充実を図ります。  

 
 
2 軸の整備と市内連携の充実 
 
１）都市軸、市域交流軸の重点的整備 
拠点の整備に合わせてこれらをつなぐ軸の整備を重点的に行い、暮らしやすい都市づくり

を目指します。 
また、軸の整備により限られた資源を有効に活用できる市内連携の充実を図ります。 
さらに、このような連携・交流のための基盤を活用した地域における活力の創造にも取り

組みます。  
２）シビルミニマムの確保 
今後の高齢化や人口減少などにより地域での公共・公益サービスの水準が低下していく可

能性があります。 
そのため、公共交通などを中心として、シビルミニマムの確保を図ります。 

I. 2 つの方針
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II． 都市のビジョン 
 
1 都市づくりの戦略 
本市をとりまく環境は、年々厳しさを増しています。 
都市全体としてみれば、人口が減少することによる地域活力の低下、コミュニティの崩壊、

さらには都市としての魅力や質の低下など、負の循環への懸念が強くなっています。 
都市づくりの面では、①市内における居住の場がさらに拡散することによって長期的に生

活環境が悪化していくこと、②分散型都市を支える交通軸が効率的に機能しなくなることが

最大の懸念材料となっています。 
このような現在の都市づくりにおける様々な問題が相互に循環する都市としての衰退のシ

ナリオに陥ることなく、持続可能な都市を形成していくことが求められます。 
つまり、交流人口の増加を含めた人口の確保、良質なコミュニティの形成、都市としての

魅力・質の向上などからなる正の循環への転換を図ることが不可欠となっています。 
そして、このような正の循環へと転換していくためには、多様な居住を選択できるという

本市の特質を最大限活用することができるよう、まとまりのある市街地と集落の整備を進め

ること、市街地や集落の連携、人と人との連携を支える軸の強化・充実を進めること、そし

て、美しく暮らしやすい魅力的な都市を形成することが求められています。 
 

魅力低下

質の低下

コミュニティ
の崩壊

環境悪化

人口減少

転出志向

負の循環

魅力向上

質の向上

良質な
コミュニティ

健やか環境

人口確保

定住志向

正の循環

美しい都市

連
携
の
強
化 多

様
な
居
住

 
図8 転換期における都市づくり戦略（概念図） 

 
本市が目指す都市は、まず、集約連携型の持続可能な都市であり、いつまでも暮らし続け

ることのできる都市です。そのためには、次の3つの都市づくりの理念を具体化していく必
要があります。 

II. 都市のビジョン
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2 計画の柱 
 
１）多様な居住  
  ～このまちが私の人生の舞台、自分らしく暮らせるまちに～  

ライフスタイル、ライフステージに応じて適切な居住環境を選択できる

都市づくり 

 
・暮らしのまちである本市の重要な資源として、多様な居住環境があります。歴史と伝統豊

かな町屋での暮らし、自然に恵まれた農村や山村での暮らし、近代的な住宅地での暮らし

など様々です。このような多様な居住環境を市民一人ひとりの生き方（ライフスタイル）

や市民一人ひとりの生活段階（ライフステージ）に応じて比較的容易に選択が可能となる

都市づくりを進めます。 
・そのため、新たな開発を抑制し、まとまりのある市街地や集落を形成し、市街地や集落に

おける暮らしやすい環境の整備を図ります。 
・さらに、地形・地質、自然環境に配慮した土地利用や防災に配慮した都市施設整備を進め

ることにより、安心して暮らせるまちづくりを進めます。 
 
２）連携の強化  
  ～ここが私のふるさと、つながりがゆたかに続くまちに～  

交通ネットワークの整備による機能的で暮らしやすい都市づくり 

 
・暮らしの場となる市街地や集落の整備を図るとともにこれらをつなぐ交通軸の整備を進め

機能的・機動的な都市の実現を目指します。 
・また、施設配置についても規模や利用圏に応じた適切な集中と役割分担を目指します。 
・同時に、市民の暮らしを支えるシビルミニマムとしての公共交通の確保など様々な側面か

らの「つながり」が充実したまちづくりを進めます。 
 

３）美しい都市  
  ～美しい公園を散歩しているような、歩くことが楽しいまちに～  

地域の特色を活かし、活力と潤いを創造していく美しい都市づくり 

 
・本市には豊かな自然、長い歴史をもつ農村、歴史的・文化的資源、美しい野山など多様な

風景が残されています。 
・このようなまちの美しさを育て、市全域が公園のような魅力的なまちづくりを多様な主体

の協働により進めます。 



■第一部 ビジョンと方針 

 14 

 
3 都市のビジョン 

 
総合計画の基本理念である、「人間尊重を原点に、自立と支えあいでつくる福祉の理想

郷」及び、将来都市像である「豊かな自然と文化に包まれ、誰もがいきいきと輝いて、幸せ

に暮らすまち」の思想をもとに、本市は暮らしのまちとしての魅力を高めていかなければな

りません。 
こうした本市の魅力を高めるためには、本市の最大の資源である市民（豊富な人材）をは

じめとして、四季折々に豊かな表情を彩る自然環境資源、先人から受け継いだ歴史文化資源

など、蓄積された既存資源を最大限活用した、誰もが暮らしやすい都市づくりが必要です。 
 
本市の目指すべき質の高い暮らしのまちとしての姿とは、市民が誇りを持って、いつまで

も住み続けたいな、と感じていただける愛着のあるまちにしていきたい、また市外の方々に

も、このまちに、訪れてみたいな、住んでみたいなと、思っていただける魅力のあるまちに

していきたい。そうしたまちを市民共有の財産として、胸を張って次世代に引き継ぐことの

できる持続可能なまちにしていきたいと考えています。 
 
名張が暮らしのまちとして誇れるもの、また市内外に向けて情報発信できる、質の高い暮

らし方の実現に向けては、画一的な利便性や快適性を求めるのではなく、既存資源である大

規模住宅地や農山村、風情のある町屋、若年層のための集合住宅など、各ライフステージや、

スタイルに応じた暮らし方の選択肢が豊富であること、言い換えれば、誰もが人生の舞台と

して、自分らしく生きることができる環境を整えていくことが重要です。 
また、地域間、個人間のきずなや交流といった社会とのつながりによって醸成される賑わ

いや伝統行事など形のない資源やそれらを大切に育む美しい暮らしぶりについても、誇りを

もって次世代に引き継いでいきたいとの思いから、３つの柱を統合する本市の将来の都市の

ビジョンを次のように定めます。 
 

多様な居住 このまちが私の人生の舞台、自分らしく暮らせるまちに

ここが私のふるさと、つながりがゆたかに続くまちに連携の強化

美しい都市

計
画
の
柱 美しい公園を散歩しているような、歩くことが楽しいまちに

都
市
の
ビ
ジ
ョ
ン

みらいにつなぐこのまちが　 私たち共有の財産です

豊かな　 　 と 　 　 が織りなす美しいまち
自然

く らし

このまちが私のふるさ と 　 なばり
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III． 将来の都市構造とまちづくりの方針 
 
現在の土地利用、都市施設整備等の状況を踏まえ、いつまでも暮らし続けることのできる

集約連携型都市構造のまちづくりを進めるため、拠点（個性ある都市資源の集積）と軸（交

通・交流のための都市施設）の整備方向を次のように設定します。  
1 拠点の形成 
 
本計画においては、以下の拠点を位置付けています。 

表1 拠点の区分と位置付け 

都市機能拠点 
本市の中心となる都市機能（注1の集積

をさらに図る地域 
希央台、 
鴻之台など 

都市交流拠点 
既存の資源を活用し、にぎわい、交流

機能の充実を図る地域 名張地区など 市街地拠点 

都市居住拠点 
土地利用の高度化を図り利便性の高い

居住環境を創出する地域 桔梗が丘など 

都市型 

生活文化拠点 

優れた居住環境を活かしてさらに暮ら

しやすい地域づくりを進める地域 
生活文化拠点 

近郊型 

生活文化拠点 

豊かな自然環境や周辺地域との連携を

活かしつつ暮らしやすい地域づくりを進

める地域 

梅が丘、百合

が丘、富貴ヶ

丘、春日丘、

つつじが丘、

すずらん台 

集落居住拠点 

蔵持、薦原、美旗、比奈知、錦生、赤目、箕曲、国津地域において、公

民館、市民センターなど公共公益施設があり、日常生活を支える機能の集

積を図り地域の核となる拠点 

産業拠点 
工業団地などとして開発された地域や今後の市内各地域における活力維

持、雇用創出のための拠点 

観光・交流拠点 
観光施設、交流施設（体験型施設、滞在型施設など）などの立地する拠

点 
（集落居住拠点、産業拠点及び観光・交流拠点の位置については、公共公益施設など、各地域で利用

される施設と全市的に利用される施設の配置状況、工業団地の整備状況及び観光・交流施設等整備

状況などを考慮して設定します。）  

市街地拠点

生活文化
拠点

生活文化
拠点

生活文化
拠点

観光・交流拠点

産業拠点

生活文化

拠点

集落

居住拠点

集落
居住拠点

集落
居住拠点

集落
居住拠点

集落
居住拠点

交
通
軸

交
通
軸

 
図9 拠点区分概念図 

                                                
（注1 （都市機能）本計画においては、都市機能として市役所・図書館など公共公益機能の集積、商業
店舗の集積、主要鉄道駅や幹線道路の集中していることなどを指しています。 

III． 将来の都市構造とまちづくりの方針
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１）市街地拠点 
市街地拠点においては、都市を支えるエリアとして、効率的な都市活動を促進するため、

商業、業務、居住機能などの都市機能の集約化に努めます。 
また、役割に応じて、都市機能拠点、都市交流拠点及び都市居住拠点を設定します。 

 
 

市街地拠点
商業・業務機能

都市型居住機能

行政機能
都市機能拠点

都市交流拠点

都市居住拠点

希央台、鴻之台など

名張地区など

桔梗が丘など

 
図10 市街地拠点の機能区分 

 
市街地拠点においては、共通して以下の取組を進めます。 

 
○公共・公益施設や商業・業務機能の集積の促進とにぎわいのまちづくり 

・商業系用途地域の適正な配置を行い、役割に応じた商業・業務機能の集積を図ります。 
・コミュニティビジネス（注2など地域内経済の循環などに資する市民活動を促進し、にぎわ

いのあるまちづくりを目指します。 
・市域全体を利用圏とする公共・公益施設の機能強化を図ります。 

 
 
 

 
○歩いて暮らせるまちづくりの推進 

・歩行者・自転車専用道、ポケットパーク、サイン類の整備等、歩行者・自転車に配慮

し、歩いて暮らせるまちづくりを進めます。 
・公共・公益施設の利用やショッピングなど回遊性を高め長時間滞在することのできるま

ちづくりを進めます。 
 
 

 
 
○市街地居住の魅力あふれる居住環境の整備 

・市街地に暮らすことの魅力（公共・公益施設、文化・娯楽施設等への近接性など）を堪

能できる居住環境の整備を図ります。 
 

                                                
（注2 （コミュニティビジネス）地域の市民が主体となり、地域の資源を活用して、地域の抱える課題
をビジネス的手法で解決し、コミュニティの再生を通じて、その活動で得た利益を地域に還元するこ

と。 
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①都市機能拠点 

希央台、鴻之台地区 

主要駅である名張駅から徒歩で

移動可能な位置にあり、道路をは

じめとする基盤整備が整っている

こと、あらゆる交通移動手段によ

るアクセス環境が良好であり、全

市的に利用の対象となる公共施設

などが集積していることなどから、

希央台・鴻之台地区を本市の核と

なる都市機能拠点として位置付け

ます。 
都市機能拠点は、市民の生活と

交流の場であり都市の社会的、経

済的及び文化的活動の拠点となり、

また、伊賀圏域全体の拠点として

の役割も果していく必要があります。 
このようなことから、都市機能拠点に関しては、以下の取組を進めます。 
 

 
○都市機能拠点における取組 

・安心安全で健やかな市民生活を支える効率的な行政機能及び市民活動の拠点となる交流

機能を強化します。 
・伊賀地域の中核都市としてふさわしい都市機能を担うエリアとして、公共・公益施設の

集積を図ると共に、商業・業務施設の立地を促進しにぎわいのあるまちづくりを進めま

す。 
・本市の新しい市街地として、機能的で美しい都市空間を創出します。 
・全ての市民にとって利用しやすい市の中心として、市内各拠点との公共交通機関による

アクセスの改善に取り組みます。 
・都市機能拠点においては、歩行者・自転車道ネットワークの環境整備に努めます。ま

た、公園と一体となった広幅員歩道などの活用により歩いて暮らせるまちづくりを目指

します。 
・都市機能拠点における、商業・業務機能の更なる集積を図るため、用途地域指定の見直

し等を進めます。 
・名張駅前の整備について検討を行い、市の中心駅としてふさわしい機能確保に向けた整

備を進めます。 
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（参考：都市機能拠点における都市機能集積状況） 
・本市の主要駅である名張駅の近隣には図書館、市役所、中央公園などの主要な公共公

益施設及びレクリエーション施設が立地しています。 
・これらの施設群は、ほとんどが半径1km圏にあります。 
・特に希央台、鴻之台地区については、大規模な土地区画整理事業により、本市の中心

となる都市機能の集積を図るにふさわしい充分な基盤整備が行われた区域となってい

ます。  

図書館

中央公園

総合体育館

市役所

沿
道
商
業
誘
導
エ
リ
ア

（
パ
ー
ク
ア
ベ
ニ
ュ
ー
）

競技場

廃寺跡

市立病院

名張駅

歴
史
と

文
化
の
ま

ち
な
み

密度の高いバス路線網

展望台

中
央
緑
道

武道交流館

図11 都市機能拠点の状況（撮影：平成18年10月～12月） 
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②都市交流拠点 

名張地区 
名張地区は、長い歴史を通じて本

市の中心としての役割を果してきた

地域で、商業業務の求心力は名張駅

東側及び国道165号沿道にシフトし
つつあるとはいうものの、名張地区

でしか提供できない商業サービスや

医療施設など、他の地域に比べ、こ

れまで蓄積された都市機能が充実し

ています。また、起伏の少ない地形

的な条件などから高齢者をはじめと

する交通移動不便者にとっても、徒

歩圏で日常生活をまかなえる地区となっています。 
しかし、古くから市街化が進んだ地区であるだけに、面的な整備が進まず、戦後の社会変

化（モータリゼーション（注3や郊外型居住の進展など）に充分に対応できていないのが実情

で、狭隘な道路、老朽化し密集している住宅街区などがみられ、魅力的な居住環境の形成が

充分ではないといえます。これまでも名張地区における土地区画整理事業等の面的な整備の

ための検討は行ってきましたが、様々な制約や地域での合意形成の面で具体化されてきてい

ないのが実情です。 
他方、歴史的な資源や古くからの街並みが残されていることも重要で、整備と保全とのバ

ランスを図りながら適切なまちづくりを進めていく必要のある部分もみられます。 
そのため、名張地区に関しては、既存の商業地域及び主要道路沿道を含む「にぎわい創出

エリア」、歴史的なまちなみの整備を中心としてまちづくりを進める「まちなみ創出エリ

ア」及び市街地としての基盤整備を図っていくべき「くらし創出エリア」に区分するととも

に、全体として市街地における＜交流＞を基軸とした取組を進めていく必要があります。 

にぎわい創出エリア
　 既存の商業地域等を中心とする都市計画道路の整備にあわせて沿道及び周

辺のにぎわいの創出を図っていくべきエリア

　 歴史・文化・伝統に基づく観光・ 交流の拠点として、景観形成と市街地整備とを
あわせて行なうエリアまちなみ創出エリア

　 市街地としての基盤整備が充分に進んでおらず、今後市民の協力を得つつま
ちづくりを進めていく べきエリアくらし創出エリア    

 
図12 名張地区整備概念図 

                                                
（注3 自動車が広く普及し、生活必需品化する現象のこと。 
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名張地区においては、以下の取組を進めます。 
○にぎわい創出エリアにおける取組 

考
え
方 

にぎわい創出エリアは、名張地区のなかでも商業・業務機能の集積が進んでいるエリア

で公共・公益サービスも充実しています。また、主要駅から徒歩で移動可能な位置にあ

り、にぎわいの拠点にふさわしいエリアです。 
しかし、道路を含めた基盤整備が充分に進んでいないのが実情で、防災面でも課題が残

るほか、面的な整備を図っていく下地も充分に形成されているとはいえない状況にあり

ます。 
そのため、にぎわい創出エリアにおいては以下の取組を進めます。 

・都市計画道路等の基盤整備を進めるとともに、これらの事業にあわせて周辺の基盤整備

を促進し、都市機能の集積を図ります。 
・名張駅前の整備については、都市計画道路の見直しを含めた検討を行い、市の中心駅に

ふさわしい機能確保に向けた整備を進めます。 
・地域が主体となったまちづくり計画の立案を促進し、都市計画道路の見直しと整備の必

要性の高い道路の優先的な整備、住宅の耐震改修、共同建替えなどを促進し、防災力の

高いまちづくりを進めます。 
 

 
○まちなみ創出エリアにおける取組 

考
え
方 

名張地区には、名張藤堂家邸、宇流冨志禰神社などの歴史的な地域資源が豊富に残され

ています。また、初瀬街道の宿場町であったことから宿場町の面影を色濃く残す町屋や

「ひやわい」と呼ばれる路地も多く残されており、景観形成を積極的に図り、まちなみ

景観や歴史資源を活用した交流拠点として整備を図っていくべきエリアとなっていま

す。 
このようなまちなみの残されたエリアにおいては、面的な整備や幅員の広い道路整備を

行うことは風情あるまちなみの減少につながることとなりますが、一方では、防災面や

環境面において、住宅の建替えを促進する必要にも迫られています。 
そのため、まちなみ創出エリアにおいては、景観形成と住宅の建替えをあわせて進める

ことのできるよう総合的な計画づくりを地権者や地域住民との協働により進めていく必

要があります。 
まちなみ創出エリアにおいては以下の取組を進めます。 

・地域住民と一体となって（仮称）「名張地区まちなみ整備基本計画」を策定し、住宅の

建替え、まちなみの整備、景観形成をあわせて行う手法の検討を行います。 
・まちなみに配慮して住宅の建替えを行う世帯への補助制度等を検討します。 
・まちなみ創出エリアにふさわしい土地利用規制を検討し、不適格建築物の解消を促進し

ます。 
・空き家や空き地を活用した交流拠点の整備に取り組みます。また、空き家バンク等によ

る活用を検討します。 
・高齢者をはじめ誰もが歩いて暮らしやすい市街地としての環境づくりを進めます。 
・木造住宅が密集している箇所については、景観形成と歩調を合わせながら快適な居住環

境の実現を図ります。 
・歴史的資源を活用した交流拠点等の整備に取り組みます。 
・初瀬街道、簗瀬水路など地域固有の資源を有効に活用したまちづくりを進めます。 
・地域の産業の振興を図りにぎわいづくりに努めます。 
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○くらし創出エリアにおける取組 

考
え
方 

くらし創出エリアには、面的な基盤整備への取組が遅れたことにより住宅敷地が狭く建

替えが進みにくい実情にあり、老朽化した木造住宅が密集しているエリア、用途地域の

指定が行われつつも充分な市街化が図られていないエリアなどが含まれています。 
そのため、エリア内外に商業系用途地域を有し、本市の主要駅に近接する位置にありな

がらも市街地居住の魅力を充分に享受できる環境の整備が行われていない状況にあると

いえます。さらに、エリア内には、救急車両の進入が困難な街区があるほか、耐震性の

低い住宅が多く大地震が発生した場合には大きな被害となるおそれもあります。 
そのため、地権者や居住者を中心としたまちづくり計画の策定を促進し、この計画を支

えるための各種事業手法（沿道型土地区画整理事業、ミニ区画整理、共同建替え等）の

導入を検討することなどにより地域内の基盤整備及び住宅の建替えを促進します。 
くらし創出エリアにおいては以下の取組を進めます。 

・地権者や居住者を中心としたまちづくり計画の策定を促進します。 
・地権者の協力を得つつ、地域内における沿道型土地区画整理事業、ミニ区画整理、共同

建替え等による基盤整備に関する検討を進めます。 
・耐震性の低い木造住宅の建替えを促進します。 
・国や住宅金融支援機構が提供する高齢者向けのリフォーム融資等の施策を活用して住宅

の建替えを行う高齢者等に対する支援について検討します。 
 
③都市居住拠点 

桔梗が丘地区 
桔梗が丘地区は、鉄道駅に近接する本市

で最も成熟した住宅地であり、桔梗が丘駅

周辺及び国道165号沿道に、商業・業務施
設等の集積がみられます。しかし、地区の

大部分が、住宅用地であることから住宅に

特化した地域地区が指定されており、商

業・業務施設の立地には一定の制約があり

ます。 
そのため、桔梗が丘地区に関しては、鉄

道をはじめとする公共交通機関が充実し、

市街地内にあることから、都市居住拠点として位置付け、今後、地区内の高齢化やライフス

タイルの多様化に対応するため、地域の実情に応じた都市機能の向上を促す土地利用が可能

となるよう調整していく必要があります。 
都市居住拠点においては、以下の取組を進めます。 

 
○都市居住拠点における取組 

・熟成した市街地居住区として、より深みある都市機能の充実を図るため、住機能及び商

業・業務機能の質の向上と適正配置に努めます。 
・地域の実情に応じた商業・業務機能の立地に配慮しつつ、用途地域の見直しを行いま

す。 
・よりきめ細かな土地利用規制を行うことで多様な商業・業務施設の立地などを促し魅力

的な地域づくりにつながる地区計画の導入などについて、地域との協働により検討を行

います。 
・歩いて暮らせるまちづくりを進めるため、日常利便性の向上、自転車や歩行者の利用に

配慮した道路管理を行います。 
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２）生活文化拠点 

梅が丘、百合が丘、富貴ヶ丘、春日丘、つつじが丘、すずらん台 
本市には市街地の外部に規模の大きな住宅地が立地し、これらの地域は、市街地と同等の

土地利用規制や建築物の形態規制が行われていると同時に都市機能の集積も図られており、

まとまりを持った優れた居住環境を提供しています。 
しかし、住区が画一的であることや入居時期が集中していることから、建物の老朽化と地

域の高齢化が同時に進むことが予想されます。また、住宅地としての成熟に伴い、開発時の

土地利用・建築物規制と地域ニーズとの隔たりもみられるようになっています。 
生活文化拠点の魅力は、豊かな自然や地域の伝統文化を都市的な居住環境の下で享受する

ことができること、新たな地域コミュニティの創出を通じて暮らしやすい地域の創造につな

げることができることなど様々です。このような魅力を活かして地域の多世代化、住区の多

様化、都市機能の多様化などを図っていくことが重要になってきます。 
地域特性に応じた質の高い暮らしぶりを実現しつつ、拠点性を高めるため、それぞれの生

活文化拠点の立地条件、土地利用状況や居住年齢構成などを考慮したうえで、都市的で機能

的な居住を重視する「都市型」と、地域との交流やライフスタイル（健やかなスローライフ
（注4への志向、ロハス（注5志向など）のオリジナリティーを重視する「近郊型」に区分し、地

域の置かれている条件や環境に応じて適切な取組を進めます。  
まず、生活文化拠点においては共通して以下の取組を進めます。 

 
○生活文化拠点共通の取組 

・生活文化拠点においては、市民のニーズ、社会経済環境の変化に対応し、公民館、市民

センター等、地域の核となる施設の機能強化を図ります。 
・生活文化拠点に関しては、地域との連携などを通じて、路線バス、コミュニティバスな

どによる公共的交通手段の確保を図ります。 
・ライフステージに合った住宅の選択やそのための住替え、建替えなどを効率的に促すた

めの施策を検討し、地域活力の維持、再生が図られる仕組みづくりを進めます。 
・市街化の進行や将来の見通しを見定めたうえで、用途地域の指定を行うとともに、必要

に応じて地区計画等により適切な土地利用が図られるように取組を進めます。 
・空き地や空き家を有効利用するための方策について、先行事例等を勘案しながら検討を

進めます。 
 
 

                                                
（注4 （スローライフ）その土地の伝統的な食文化や食材を見直す運動や食品自体をスローフード
（Slow Food）というが、ここから、地産地消や歩行型社会を目指す生活様式を指してスローライフ
（Slow Life）という言葉が作られた。 
（注5 （ロハス）LOHAS（ロハス、ローハス）とはLifestyles Of Health And Sustainability （健康と
持続可能性な、もしくはこれを重視するライフスタイル）の略。 
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①都市型生活文化拠点 

都市型生活文化拠点は、市街地

に近接する住宅地で、交通利便性

が高い地域を想定した類型です。 
地域内に商業施設等も立地して

いますが、住宅地内の土地利用の

制限は、開発許可時の条件等によ

るものであり、用途地域が無指定

であることから、広く将来にわた

りまちづくりの方向性を法的に示

すことができておらず、居住地域

としての成熟に伴って発生する複

合的土地利用（商業施設や事業所

の立地など）への対応を充分に行うことができない状況にあります。 
そのため、今後は画一的な住宅地から地域の魅力を高めより質の高い住宅地の形成を

促すための方策が求められています。 
 
○都市型生活文化拠点における取組 

・地域の魅力を高めるため、商業・業務施設の立地などが適正に図られる土地利用のあり

方を検討します。 
・歩いて暮らせるまちづくりを進めるため、自転車や歩行者の利用に配慮した道路環境の

整備を行います。 
 

②近郊型生活文化拠点 
近郊型生活文化拠点は、主とし

て山地縁辺部の丘陵にある住宅地

を想定した類型です。 
交通利便性はやや低いものの、

自然環境が豊かであり、近隣の農

村、農山村との日常的な交流や地

域の伝統文化にふれる機会が多い

ことなど、都市的な暮らしと農村

的な暮らしの双方の魅力を享受で

きる要素を兼ね備えた地域です。 
そのため、豊かな自然環境や農

村・農山村との交流など、地域の

魅力を積極的に活かせる地域づく

りが求められています。 
 
○近郊型生活文化拠点における取組 

・ゆとりある居住空間の創出と利便性の確保に努めます。 
・豊かな自然環境や周辺の農業集落との交流などの条件を活かした魅力づくりを行い、定

住を促進します。 
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３）集落居住拠点 

本市は複数の町村が合併を行って

きた経過があり、市内には様々な集

落や小規模な住宅地などが点在して

おり、それぞれの地域には、公共施

設や地域の拠点となる施設・機能の

配置が見受けられ、地域ごとにセン

ターとなるべきエリアが形成されて

います。 
こうしたエリアについては、地域

の特性や公共施設等、生活を支える

諸機能の集積状況など踏まえ、各地

域を支える集落居住拠点として位置

付け、以下の取組を進めます。 
 
◯集落居住拠点における取組 

・市民のニーズ、社会経済環境の変化に対応し、公民館、市民センター等、地域の核とな

る施設の機能強化を図ります。 
・地域との連携などを通じて、路線バス、コミュニティバスなどによる公共的交通手段の

確保を図ります。 
・鉄道駅のある拠点においては、鉄道駅の利用を促進するための取り組みを進めます。ま

た、鉄道駅のない拠点においても、地域における交通センターとなるよう、機能の確保

を図ります。 
・ライフステージに合った住宅の選択やそのための住替え、建替えなどを効率的に促すた

めの施策を検討し、地域活力の維持、再生が図られる仕組みづくりを進めます。 
・適切な土地利用規制を通じて農村の魅力を高めるとともに、空き家・空き地の活用によ

る二地域居住の促進などの取組を進めます。 
・市街地のスプロールや更なる住宅地の分散による生活環境の悪化、都市経営コストの増

加を回避するため、新たな開発を抑制します。 
・集落における適切な土地利用が図られるよう集落内の土地利用をコントロールするため

の計画づくりを進めます。 
・集落内の空き家、空き地、耕作放棄地などを有効に活用するための方策についての検討

を地域と一体となって進めます。 
・観光・交流機能、農業・林業などの経済基盤、鉄道駅などの既存資源など、地域ごとの

特性を活かした振興方策を通じて地域のにぎわいづくりに取り組みます。 
・農地・山林の保全を図るとともに、地域の農業や林業を核とし、地域の活力の維持、増

進を目指した施設等の整備を検討します。 
・美旗古墳群、赤目四十八滝、青蓮寺湖及びその他の観光・交流資源については、周辺環

境の整備、地域と一体となった景観形成により観光・交流の促進を図ります。 
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４）産業拠点 
本市においてはこれまで産業の集積を図るべく工業団地の開発等により企業の立地を促し

てきました。 
しかし、近年は、名神高速道路及び新名神高速道路等の国土軸へのアクセスのよい地域に

おいて工業立地が集中する傾向があります。 
他方、就業の場としては、工業などの二次産業だけでなく三次産業の割合も高まっており、

今後の就業の場の確保という観点からは、従来型の工場の誘致だけでなく、商業、サービス

業、地場産業及び農業や林業の素材を活かした産業などの重要性が高まってくるものと考え

られます。 
このようなことから、大規模な産業拠点としては、従来の工業団地を中心として位置付け

ていきますが、市街地における商業・業務機能の集積拠点、農業や林業を活かした産業の振

興拠点や地場産業の振興拠点、コミュニティビジネスやその他の多様な産業を育成する拠点

など、各拠点内においてそれぞれの適性に応じた産業（事業所、交流施設など）の立地を促

進します。これらについては、市内各拠点における事業所立地動向に対応した適切な土地利

用規制を行います。 
◯産業拠点における取組 

・工業団地における企業の操業環境の改善や物流機能の強化を図ります。 
・市街地における商業・業務機能の集積を図るため、国の産業施策に配慮しつつ新たな産

業の育成、支援に努めます。また、そのための土地利用規制の適切な運用等を進めま

す。 
・農業や林業を活かした地域産業の振興を図るための土地利用や都市施設整備を進めま

す。 
・コミュニティビジネス、地場の産業などの振興を図るため、従来の産業立地の枠組みに

とらわれず新しい視点での取組（住宅地における介護サービス関連事業所の立地支援、

市街地の公共施設におけるNPO等の活動支援、農業や林業を核としたニュービジネスの
展開支援、里山を活用したバイオマス（注6関連の活動への支援など）を進めます。 

 
５）観光・交流拠点 
本市の観光レクリエーション施設等への入込客数は、年々減少の傾向にあります。 
しかし、本市は農の環境、森林の環境など優れた資源を有しています。 
そのため、従来の農業集落の内でも赤目、青蓮寺、美旗、国津などの自然環境の豊かな地

域や名張地区などを観光・交流拠点に位置付け、優れた自然資源や歴史的資源などを積極的

に活用します。 
また、今後の産業構造の転換を図っていくうえでは、地域の資源を活かした取組の重要性

が高まっており、中山間地の農業、市街地の景観、山地の自然などを活用した「観光・交流

産業」育成のための条件整備も今後求められるものと考えられます。 
 観光・交流拠点においては以下の取組を進めます。 
◯観光・交流拠点における取組 

・体験型施設、滞在型施設等の整備を地域との連携の下で進めます。 
・アクセス時間短縮のため、道路整備を関係機関に要請していくほか、観光・交流イベン

トと鉄道・バスとの連携などを事業者とともに進めます。 
・自然資源や歴史的な資源を活用した景観形成を図ります。 
・本市には、長い伝統をもつ地場の産業や歴史的なまち並みなどが残されています。これ

らを活用した新たな観光・交流拠点を形成するため、市民と連携して取り組みます。 

                                                
（注6 （バイオマス）再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたものをいう。 
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図13 市内の拠点 
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2 拠点ごとの暮らしのビジョン（参考） 
 
本市の特徴は、多様な住まい方が可能なところで、この特徴を今後さらに伸ばしていかな

ければならないことは、これまでに述べてきました。 
そのためには、多様な住まい方を享受できる制度的な方策（住替えシステムなど）の具体

化が必要ですが、同時にそれぞれの地域において地域の良さを磨きあげていくことも必要で

す。 
 
以下のイラストでは、全体的な「まちの俯瞰イメージ」と「暮らしのイメージ」、「地域

のイメージ」、「住区のイメージ」を描いています。 
まちの俯瞰イメージ 地域全体のイメージ 
地域のイメージ 地域の特徴となるイメージ 
住区のイメージ 身の回りの環境のイメージ 
暮らしの（住居）イメージ 住居を中心とした住まい方のイメージ 

 
地域・住区・住居の広がりは次のような関係になります。 
 

地域

住区

住居

 
 
 
 
地域の良さを磨きあげていくためには、「魅力的な住まい方」と「地域づくり」、「まち

づくり」がきちんと連携し、相互に良さを引き出す関係を築きあげていくことが必要です。 
そのため、まちの俯瞰イメージに加え３つの視点から、それぞれの拠点における日々の営

みや地域コミュニティの姿など、暮らしぶりのビジョンをイメージしていただく材料として、

拠点ごとに整理しています。 
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都市居住拠点 
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3   軸の形成 
 
１）軸の位置付け 
市内の各拠点と市内もしくは他の地域とを結ぶ交通軸として以下の軸を位置付けます。 
 
 

表2 軸の区分と位置付け 
都市交通軸 ①交通軸を中心として多様な機能が集積している軸 
広域交通軸 ②広域的な交通ネットワーク 

市内交通軸 

市中心部及び拠点相互間をつなぐ軸 
③都市軸交差部を中心とする環状道路ネットワーク 
④環状道路内の網の目状の道路ネットワーク 
⑤各拠点から環状道路に至る道路ネットワーク 
それぞれの類型に応じた必要性・緊急性を適切に評価しつ

つ優先順位を定め、整備していくこととします。 
 
 
 
 
 

①

①

⑤市内交通軸（拠点連絡ネットワーク）

市街地拠点 生活文化拠点

②広域交通軸

⑤

市域

④市内交通軸（環状道路内ネットワーク）

③

①都市交通軸

③市内交通軸（環状道路ネットワーク）

観光・交流拠点

集落居住拠点 産業拠点

②②

② ②

④

 
 

図14 本市の交通軸概念図 
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２）道路機能面からの位置付け 
 道路の整備は長期間を要するものです。また、規模の大きな道路については、様々な構想

がありますが、整備に関わる今後の見通しは従来にも増して不透明になっています。 
 本市の都市としての発展を考慮すると、道路の機能の面からは次のような取組が求められ

ています。 

都
市
交
通
軸 

 市内の生活交通を担う主要幹線道路

としてより快適・円滑にするための機

能の向上が望まれます。 
1市街地における交通混雑の解消 
2環状道路による通過交通の排除 
3沿道景観の整備及び道路付帯施設等
の充実による快適性の向上 

 
 
 
 

広
域
交
通
軸 

 広域交通軸については、まず、物流の改善、災害対策などの面から国土軸へのアク

セスの改善を図る必要があります。 
 また、大都市圏へのアクセスや県央へのアクセスを担う幹線道路についても、定時

性の改善や走行環境の改善などが求められています。 
 
1名神高速道路、新名神高速道路及び国道25号へと接続する高規格な道路の整備 
2近畿圏へのアクセスを改善するための国道165号及び関連道路の整備・充実 
3県央へのアクセスを改善するための国道165号の機能強化 
4災害時のリダンダンシー（注7を高める幹線道路の充実（国道165号、368号など） 
 さらに、本市や周辺市町村における観光・交流の促進のため、広域観光ネットワー

クを形成する道路の整備が求められています。 
5広域交通軸の広域観光ネットワークとしての活用 
 
 このことに合わせて、その他の広域交通を担う道路における交通機能の充実を図り

ます。（未整備か所の整備促進、観光地にふさわしい沿道景観の整備やドライブウェ

イとしての整備など） 
 

                                                
（注7 （リダンダンシー）「余分、冗長」などを指す言葉であるが、災害時に代替となる道路が確保さ
れていることを示す。 
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市
内
交
通
軸 

 市内交通軸については、市街地における混雑の解消、市街地における通過交通の排

除、拠点間ネットワークの充実などの面から環状道路ネットワーク等を位置付けてい

ますが、これらの軸を機能から捉えると、次のような道路の整備が求められていま

す。 
1市内の自動車交通の流れを市街地から分散させると同時に市内各拠点間の交通を改
善する環状道路の整備 
 環状道路については、市内拠点間の連絡を円滑にする機能の充実がまず求められて

います。 
2市中心部における高密度な交通を担う道路ネットワークの整備 
 市中心部における道路については、自動車交通の円滑化とともに、徒歩での利用や

自転車での利用に配慮していく必要があります。 
 また、市街地拠点等においては、「歩いて暮らせるまちづくり」も視野に入れたに

ぎわいの充実につながる整備が求められています。 
3各拠点と環状道路をつなぐ道路の整備 
 各拠点と環状道路をつなぐ道路については、自動車交通機能の充実が先ず求められ

ますが、路線によっては、サイクリングロードとしての機能を付加する路線、観光道

路としての機能を付加する路線など、各拠点の特性に応じた整備を行っていく必要が

あります。 
 

市街地拠点

生活文化拠点

市域

観光・交流拠点

集落居住拠点

産業拠点

1

1

1

1
2

2

2
23

3

3

3
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３）路線別の整備方向 

本市に求められる交通機能のうち、計画期間内に整備が必要な機能を路線ごとに示す

と次のようになります。 
①都市交通軸 
本市の交通は、東西をつなぐ 国道165号と近畿日本鉄道大阪線、南北をつなぐ国道368号
が主軸となっています。 
東西軸に関しては、大都市圏（近畿、中部）との連携を図る軸として位置付けられ、今後

とも本市の重要な生命線となる軸であり交通機能の確保と充実が重要な課題となっています。 
南北軸に関しては、名阪国道へのアクセス路として広域的な物流や隣接地域との交流など

の面から北向きの重要性は高まりつつあり、南向きに関しては、他地域からの観光・交流の

ためのアクセス路として位置付けることができます。  
②広域交通軸 
本市の広域交通は、国道368号から名阪自動車道を利用する大都市圏（近畿及び中部)アク
セスと国道165号及び近畿日本鉄道を利用する東西方向の大都市圏アクセスが中心となって
います。 
新たな広域交通網を構成する要素として、国土を東西につなぐ新名神高速道路の整備が進

みつつあります。これにつながる交通軸として名神名阪連絡道路が構想されており、整備時

には本市から国土軸へのアプローチが容易となり、全国へのアクセスは大幅に改善され産業

の立地も期待されますが、長期的な構想であり、具体的な事業化にはまだ日時を要するもの

と考えられます。 
他方、近畿圏においては、京奈和自動車道の整備が進んでおり、あわせて南阪奈道路、中

和幹線などの整備も行われています。国道165号や国道25号（名阪国道）を経由しての近畿
圏へのアクセスの改善は比較的短期に実現可能であり、当面は国道368号の早期整備の要請
にあわせ、国道165号の重点的な整備を要請していくことにより、本市の広域交通環境の改
善を目指します。 

松阪・津経由

新名神高速道路

名神高
速道路

名神名阪連絡道路

国道165号の機
能強化を要

望

国
道
36 8
号
線
4
車
線
区
間

南阪奈道路

中和幹線

京
奈
和
自
動
車
道

名張市

近畿圏

県央

中部圏

（破線は、計画・構想）

伊
勢
自
動
車
道

国道25号
（名阪

国道）

国道165号

国
道
368号

 
図15 広域道路網構想 
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（参考） 

路線名 路線の位置付けや性格 

名神名阪連絡道路 
滋賀県東近江市（旧蒲生町）と三重県伊賀市を結ぶ地

域高規格道路（名神高速道路～新名神高速道路～名阪国

道） 

（都）国道368号線4車線区間 

国道368号は、名張市を通り、伊賀市と多気町を結ぶ道
路であり、（都）国道368号線は、整備のために都市計画
決定したもの。 
国道165号以北については4車線の計画となっている。 

 
都市交通軸及び広域交通軸に関しては以下の取組を進めます。  
◯都市交通軸及び広域交通軸に関する取組 

・広域交通軸は、市民の生活、産業活動、物流、医療、災害対策、観光・交流など多様な

機能を担う軸であり、市内に国土軸へ直にアクセスできるインターチェンジを有さない

本市の状況を踏まえて、国道165号及び368号の整備促進を関係機関に要請します。  
・近畿都市圏との連携を強化するため、南阪奈道路及び中和幹線道路の整備促進、これに

つながる国道165号の機能強化について関係機関に要請します。 
・名張市の主要幹線道路（東西軸）である国道165号について、交通混雑を緩和し、活発な
都市活動を確保できるよう、部分改良や交通対策を関係機関に要請します。 
・国道368号（南北軸）について、市域南部の未改良区間の早期改修と北部の2車線暫定供
用区間の4車線化を促進します。 
・国道25号（名阪国道）へのアクセスとともに、隣接する奈良県市町村等との交流を促進
するため、既存の県道の整備等について、県との連携のもと推進します。 

 
③市内交通軸 
日常生活において必要となる市内移動を支える軸であり、市内における各地域間の交流の

ための軸としても位置付けられ、市内各拠点間及び中心市街地との連絡のための軸です。 
自動車やバスなどが、安心安全に走行できる道路交通環境の充実が重要な要因となる軸で

すが、一部で整備が充分でない区間もみられます。 
市内交通軸は、多様な利用者を想定した複数の移動手段を確保することが重要であり、自

家用車による移動だけでなく、バス、徒歩、自転車などへの対応が求められています。従来

は、自動車やバスでの利用を主として整備を進めてきましたが、今後は徒歩や自転車での対

応も大きな課題となっています。 
環境負荷の軽減の面からも自動車から自転車・徒歩への移動手段の転換は重要であり、中

心市街地や各拠点における歩いて暮らせるまちづくりへの取組を強化します。 
 
 市内交通軸に関しては以下の取組を進めます。 
 
◯市内交通軸に関する取組 

・市内の交通を円滑にするため、環状道路の整備を進めます。 
・環状道路内の市内交通軸においては、自転車・徒歩での利用に配慮した環境整備を進め

ます。 
・環状道路から市内各拠点への道路ネットワークの整備を進めます。 
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4 将来都市構造 
本市の将来都市のビジョン及び3つの目標を実現していくための本市の将来都市構造を次
のように定めます。 
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IV． 土地利用の方針 
土地利用に関しては、以下の方針で都市形成を図ります。 

 
1 用途地域 
 
用途地域は、にぎわいとまとまりのある市街地の形成を図ることを目的とし、都市的土地

利用の基本的な枠組みを定める地域です。 
そのため、用途地域の指定にあたっては、以下の方針で臨みます。 

 
１）現行用途地域 

本市ではこれまで、市域の中央部約867haについて用途地域を指定（以下、「現行用
途地域」と呼びます。）し、適切な市街化に向けた規制・誘導を図ってきました。 
しかし、市街地としての成熟が進み、より高度な土地利用への需要が高い地域がある

一方で、依然として充分な市街化が進んでいない地域が残されているといった問題もあ

ります。 
そのため、現行用途地域に関しては、以下の方針で取組を進めます。 

 
◯現行用途地域における取組の方針 

・将来都市構造の実現や質の高い暮らしの実現に向けて、土地利用の実態などを踏まえつ

つ、適切な用途地域への見直しや地区計画の指定等を行います。 
・現行用途地域内において長期にわたり未利用のまま留まる地域については、利用促進の

ための方策の検討を行うとともに、必要であれば用途地域の指定廃止等についても検討

します。 
 
２）想定用途地域

（注8 
既に用途地域の指定されている地域以外にも住宅地や工業団地が立地しており、これ

らの適切な扱いが必要となっています。また、現在の用途地域周辺において道路整備等

に伴って開発の進んだ地域もみられます。 
本計画においては、無秩序な市街化の進行を抑制することを大きな目標としています

が、総合計画において「市街地ゾーン」に位置付けた区域において、良好な市街地環境

の実現を図るため用途地域の指定を検討します。（以下、「想定用途地域」と呼びま

す。） 
現在、想定用途地域と位置付けられる地域には、大規模な住宅地、工業団地及び現行

用途地域周辺で著しく市街化が進んだ地域が含まれます。 
これらの想定用途地域に関しては、以下の方針で取組を進めます。 

 
◯想定用途地域における取組の方針 

・住宅地で用途地域の指定が行われていない箇所については、市街化の進行状況、将来の

見通しなどを踏まえ、必要に応じて用途地域の指定、地区計画等による地域整備を行

い、適切な土地利用が図られるよう、取組を進めます。 
・計画的に整備された工業団地で用途地域の指定が行われていない箇所については、工業

団地としての機能向上や操業環境を維持・保全するため適切な用途地域の指定を進めま

す。 
・効率的で円滑な都市活動を確保するため、都市の連担性や機能向上に向けて、必要な用

途地域の指定について取組を進めます。 

                                                
（注8 （想定用途地域）この計画では、今後用途地域の指定を検討すべき地域について、「想定用途地
域」と呼ぶ。 

IV． 土地利用の方針
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2 エリアの区分とエリアごとの土地利用方針 

「現行用途地域」及び「想定用途地域」における土地利用規制については、現在の土

地利用状況、今後の市街化の進行等を見定めつつ、以下のエリアに区分して適切な規

制・誘導を行います。 
戸建住宅エリア 

 

 新しい住宅地など低層な住宅が比較的低密に立地す

るエリアにおいては、土地利用の混在を防止するため

適切な用途地域の指定や地区計画等による土地利用の

規制を行います。 
 これにより、落ち着いたまちなみ、良好な住環境の

形成を図ります。 

  
中層住宅エリア 

 

 駅の周辺、幹線道路の沿道、商業地域の周辺などに

おいては、都市的な居住環境へと誘導するため、中層

住宅や店舗等の立地を誘導する用途地域の指定等を行

います。 
 これにより快適で利便性の高い居住環境を形成しま

す。 

  
一般住宅エリア 

 

 市街地においては、利便性の高い居住環境を形成し

ていくため、住宅だけでなく、店舗なども立地可能な

用途地域の指定等を行います。 
 これにより都市的な居住環境の形成を図ります。 
 なお、未利用地が多く残されている地域について

も、当面は一般住宅エリアとし、市街化の進行状況を

勘案しつつきめ細かな土地利用規制についての検討を

進めます。 
  
商業業務エリア 

 

 商業施設や業務施設など市民の暮らしに不可欠な都

市的な利便施設の集中する地域へと誘導するための土

地利用規制を行います。 
 このような地域を計画的に設けることにより市街地

のにぎわいを形成し、中心市街地の役割を担うことの

できる地域へと誘導します。 

  
沿道商業エリア 

 

 幹線道路沿道においては商業施設等の立地が進んで

おり、適切な土地利用の規制、沿道景観の形成などを

図ります。 
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住商共存エリア 

 

 多様な用途が共存する地域においては、住環境を保

全する観点から、地域の住宅の建替え状況や商店の立

地状況に配慮しつつ、住宅地への転換や、地域の歴史

や景観に配慮した住宅の建替え、住替えなどを促進す

る方策の検討を行います。 
 これにより、地域の機能更新、まちなみの保全など

を図ります。 

  
工業エリア 

 

 大規模な工業エリアにおいては、周辺の環境や立地

条件などに配慮し、工場等の操業による周辺への影響

を抑制します。また、工場等の集積を誘導します。 
 なお、市街地内の規模の小さな工業エリアにおいて

は、工場等の立地についてよりきめ細かな規制を行い

ます。 

  
地区計画等によるまちづくり

エリア 

 住宅地等の想定用途地域において適切な土地利用規

制のため、必要に応じて地区計画等の指定を行いま

す。 
 これにより、用途の混在、住環境の悪化などを防止

するとともに、市街化の熟度に合わせた土地利用を目

指します。 
 
3 その他の土地利用規制の対象地域 

①農地や山林など 
市内には、「農業振興地域の整備に関する法律」によって総合的に農業の振興を図る

ことを目的とした地域があり、一般に「農業振興地域」（以下、「農振地域」と呼びま

す。)と呼ばれています。農振地域はさらに、農用地として土地の利用が強く規制され
る区域（以下「農振農用地」と呼びます。）と農用地以外の区域（以下「農振白地」と

呼びます。）などに分けられています。 
従来、農振白地地域においては、開発に関して充分な規制が行われないまま建物が立

地してきましたが、都市計画法の改正により、用途地域もしくは地区計画の指定のない

地域における開発行為にも規制が加えられることとなりました。 
本市の将来の都市としてのあり方を考えても、今後は、住宅地を含めて開発を抑制し

ていくことが必要です。 
また、市内には、森林法によって森林の保全と林業の振興を図るべきことを目的とし

た地域が定められています。（この中には、地域森林計画対象民有林、保安林などがあ

りますが、以下、総称して「森林地域」と呼びます。） 
森林地域に関しては、自然環境の保全のため、無秩序な開発等を抑制していく必要が

あります。 
さらに、農地や森林を守ることは災害防除の観点からも重要であること、これらの地

域における無秩序な開発は災害につながりやすいことなどを考慮して、基本的には開発

を抑制し無秩序に市街化が進まないよう以下の取組を進めます。 
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◯農地や山林などにおける取組の方針 

・農業振興地域内の白地地域に関しては、無秩序な開発を原則的に抑制するため、特定用

途制限地域（注9 や景観法等の活用について検討を進めます。 
・農業集落内において住宅需要等に適切に対応できるよう、集落内の土地利用をコントロ

ールするための計画づくりを進めます。 
・農業振興地域内の農用地に関しては、農地としての保全と有効活用に努めるとともに、

耕作放棄対策を進めます。 
・用途地域の定められていない地域においては自然の豊かさを活かしたまちづくりを進め

るため、環境の悪化や生活環境への影響を及ぼすおそれのある一定の土地利用を抑制す

る特定用途制限地域等の指定を検討します。 
・特定用途制限地域による規制の対象としては、住宅、工場、商業施設などが考えられま

すが、本市の都市づくりに関する方向や社会動向等を見定めつつ、適切な規制・誘導を

行うことができるよう、検討を進めます。 
・規制・誘導の検討にあたっては、各地域づくり組織や関係諸団体などと連携しつつ進め

ます。 
・農地や森林の果す環境保全機能を重視し、これらの地域の無秩序な開発は、災害につな

がりやすいため災害防除の観点からも保全を促進します。 
 

②環境保全・活用エリア 
環境保全・活用エリアは、良好な自然環境を保全するため従来にも増して環境の保全

と開発に関する規制の強化を図っていくべきであり、以下の方針で取組を進めます。  
◯環境保全・活用エリアにおける取組の方針 

・自然公園区域等が指定されている区域においては、これらの土地利用規制の適切な運用

を図るとともに、これらの地域は、本市における観光・交流の拠点となる地域であり、

地域の振興のため、必要に応じて適切な施設整備等を行います。 
・西部地域の森林は防災上の役割と市街地の背景としての美しい緑地空間を形成してお

り、既存の自然環境を積極的に保全します。 
 

                                                
（注9 （特定用途制限地域）地域地区の一つで、用途地域が定められていない土地の区域(市街化調整区
域を除く)内において、その良好な環境の形成または保持のため、当該地域の特性に応じて合理的な土
地利用を行うために定めるもの。 
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V． 都市施設整備の方針 
 
本市が従来行ってきた都市施設（道路や公園などの都市を支える基盤となる施設）の整備

は、本市の発展に大きく寄与してきました。しかし、近年の社会経済状況や都市に関する考

え方の変化を考慮すると、従来の都市の拡大を前提とした都市施設のあり方は見直しの時期

を迎えています。 
そのため、今後の都市施設整備にあたっては、 
・社会経済の変化（人口の減少や高齢化、自動車需要の減少等）を考慮した都市施設の

整備 
・施設の必要性を判断するうえで、地域の特性や都市施設の役割の再検討 
・厳しい財政状況を踏まえ、経済性や計画の現実性に配慮した見直し 
・地域における市民のまちづくりに関する考え方や地域における合意形成の評価 
・既存の施設の活用や再利用、維持管理を視野に入れたコスト管理 
・「であい」や「減災」など地域との連携による効率的な取組の推進 
などを行うことが不可欠となっています。 
なお、以下に挙げた都市施設に関する整備の方針は、計画期間20年間での実現を目指した
ものですが、その多くが市民の協力と実現に向けた合意形成が必要な事業となっており、市

民との協働や「新しい公」の社会形成を通じた施設の整備に合わせ、地域での自主的な取組

などにより、持続可能なまちづくりを進めていかなければなりません。 
 

（参考）「であい」や「減災」について 
 【であい】道路の除草や小規模な修繕などは、行政が行うと所定の手続きや規格

が求められることから、時間や費用が嵩み、地域が必要とする時期や品質に沿わな

いことも多くあります。本市ではこのような場合に、必要な材料や燃料等を支給

し、実際の作業は「であい」といった形で地域で取組が行われています。 
 【減災】同様に、災害対策は安全・安心のまちづくりの基本ですが、予測不可能

な規模の災害への対応を行政が整備する都市施設のみによって行うことは不可能で

す。このような場合に、地域で少しでも被害を軽減するための取組を進めていくの

が「減災」です。 
 いずれの場合も、「行政の手続」や「公共事業の規格」などの既存の枠組みに捉

われずに、身近な地域のニーズに対して効果的な結果を導く合理的な手法であると

いえます。 
 

1 道路・交通施設 
 
①総合的な交通に関する計画の策定 

方
針 

 本市の道路・交通施設の整備に関しては、公共交通、自家用車、徒歩・自転車などの

多様な交通手段を活用し効率的な交通を実現していくための方針や方策を明らかにする

総合的な計画の策定を目指します。 
・充実した交通システムの実現のため、道路整備、モビリティマネジメント（注10、コミュ

ニティバスなどの都市交通に関する総合的な方針等をまとめた、「（仮称）総合交通マ

スタープラン」を策定します。 
・この計画の策定にあたっては、市民、事業者、市が協働して本市における交通システム

のイメージづくりに取り組み、相互の責務を果しつつその実現を目指すという体制づく

りが不可欠であり、協働型マスタープランとしての策定を図ります。 
 

                                                
（注10 （モビリティマネジメント）多様な交通施策を活用し、個人や組織・地域のモビリティ（移動状
況）が社会にも個人にも望ましい方向へ自発的に変化することを促す取組を指す。  

V． 都市施設整備の方針
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②都市機能を高める交通軸の整備 

方
針 

 広域交通軸と市内交通軸の整備・充実をバランス良く進めることにより利便性の高い

都市の実現を目指します。 
・広域交通軸については、大都市圏アクセス改善のため道路の整備を要請します。都市交

通軸についても道路の整備を要請するとともに、周辺環境に応じて沿道・沿線の土地利

用を柔軟にコントロールし、都市の軸にふさわしい交通環境の形成を図ります。 
・市内交通軸のうち、環状道路ネットワークについては、適切な路線の選択や整備手法の

検討を行うとともに沿道景観にも配慮した整備を促進します。 
・交通軸の整備にあたっては、都市計画道路の指定などの手法を活用します。 
・なお既存の都市計画道路に関しては、三重県都市計画道路見直しガイドラインに基づ

き、社会情勢の変化や将来都市像などを踏まえ、個々の路線の必要性等の検証を進めま

す。 
・特に社会情勢の変化により必要性の低下した郊外部の都市計画道路や長期未整備となっ

ている市街地の都市計画道路については、地域の実情に応じたより合理的な道路ネット

ワークの検討、実現に向けた整備手法に関する地域との検討を行いつつ、見直しを進め

ます。 
・拠点連絡ネットワークについては、道路の位置付け、役割を充分に配慮した整備を進め

ます。 
・環状道路内ネットワークについては、交通の輻輳など交通状況を見極めながら適切な整

備等を行います。また、市街地においては、沿道と一体となった整備を視野に入れつ

つ、機能的な土地利用を進めます。 
  
③安全で快適な交通環境の形成 

方
針 

 徒歩や自転車などで快適に通行できる交通環境の実現を目指します。また、自動車道

に関しては、交通安全と快適な走行環境の実現を目指します。 
・環境に配慮した交通環境の形成のため、徒歩や自転車の代替性を検証しつつ有効な利用

が図られる路線に関しては、歩きやすい歩行者道、走りやすい自転車道の整備を図りま

す。 
・特に市街地等では、歩いて暮らせるまちづくりの実現のため、歩行者・自転車での利用

に配慮した環境整備を行うとともに、ポケットパーク等の整備により快適な環境づくり

に努めます。 
 
2 公園・緑地及び河川 
①緑の基本計画の策定 

方
針 

 豊かな自然は水源涵養や大気の浄化等、住環境を守るとともに、野生生物の生息の場

として生態系を支え、健やかな癒しの空間としての保健休養機能を有しています。これ

ら貴重な資源である水と緑の豊かな自然環境、まちの緑、田園環境等を守り、育て、活

かしていくため、緑に関する総合的な計画を策定し、緑豊かなまちづくりを目指しま

す。 
・市内の緑に関する総合的な計画として「ふるさとの杜づくり計画（緑の基本計画）」を

策定します。 
 
②市街地等における緑化の推進 

方
針 

 市街地等における公園・緑地の不足の解消を目指します。 
 

・市街地全体では公園・緑地が不足している状況ではありませんが、これは、住宅地の開

発によって整備された公園が多いためで、名張地区等で不足している状況にあります。

そのため、市街地等の空き地、河川、水路、道路用地の残地などを活用した地域の緑化

を進めます。 
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③中山間地等における緑を活用した体験空間の整備 

方
針 

 中山間地等においては緑を活用した体験空間・交流空間の整備を目指します。 

・中山間地等を中心として農業や林業とふれあうことのできる体験型の緑地空間の形成を

地域とともに進めます。 
 
④河川の整備 

方
針 

 災害に強く安全な川づくりを目指すとともに、動植物の豊かな生息環境であり、また

水に親しむことのできる豊かな環境の整った河川の整備を目指します。 
・市内主要河川における河川環境の改善を図り、治水機能を確保しつつ親しみやすい川づ

くりに取り組みます。 
・動植物の生息環境を保全するため、河川環境の調査、適切な管理、水源となる森を育て

る取組などを進めます。 
・美旗地区の新田水路等において営農環境と一体となった親水環境の形成を図るなど、地

域の歴史・文化に即した親水空間づくりを進めます。 
 

 
3 下水道 
 
①下水処理システムの効率化 

方
針 

 健康的で快適な生活環境を形成するとともに、河川水質の汚濁を防止し豊かな自然環

境を保全していくため「市全域下水道化構想」の実現を目指すとともに、時代の変化に

対応できる効率的な下水処理を目指します。 
・公共下水道、農業集落排水、大型合併処理浄化槽、コミュニティプラントなど多様な処

理施設の統合を進め、下水処理システムの効率化を図ります。 
・住宅地の大型合併処理浄化槽に関しては、順次、公共下水道に接続していきます。 

 
 
②施設の更新 

方
針 
 老朽化した施設の更新、施設の耐震化を目指します。 

・住宅地における下水道施設については、約20年後の2028（平成40）年以降、順次耐用年
数を越えることとなっているため、総合的に検討し施設の更新を図ります。 

 
 
③下水汚泥の適切な処理 

方
針 

 下水汚泥の有効利用を目指します。 

・下水汚泥の処理については、民間事業者との連携により、堆肥化施設による処理などを

中心に、持続可能な循環型社会を目指した取組を推進します。 
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4 生活関連施設 
①生活関連施設等の整備 

方
針 

 まとまりのある市街地・集落の整備を進めるとともに、人口減少や高齢化に対応でき

るよう生活関連施設の整備・運用を目指します。 
・地域ごとの市民センター等、地域の核となる施設については、高齢化や人口減少など地

域の実情に配慮して柔軟な運用を図ります。 
 
②資源リサイクル施設等の整備 

方
針 

 廃棄物におけるゼロエミッション（注 11を目指します。 

・民間事業者との連携により、生ごみの堆肥化や草木類のチップ化・堆肥化などの廃棄物

処理を推進することにより廃棄ゼロを基本とした持続可能な循環型社会を目指した取組

を推進します。 
 
5 防災 
①災害に強いまちづくりの推進 

方
針 

 土砂災害や水害のない安心して暮らせる地域づくりを目指します。 

・無秩序な開発を抑制し、宅地化などに伴う保水能力の低下や土砂災害の発生を防ぐた

め、安全で合理的な土地利用を進めます。 
・名張川をはじめ主要河川の改修や砂防の促進など、治山・治水事業を推進し、災害の発

生を未然に防止します。 
・市街地や集落内の雨水を適切に排除するため、雨水排水路の整備や適切な維持管理に取

り組みます。 
・災害時における避難を円滑にするため、避難路やオープンスペースの確保に取り組みま

す。 
 
②住宅・公共施設の耐震化 

方
針 

 住宅、公共施設の耐震化を進め地震に強いまちづくりを目指します。 

・公共施設の耐震化に取り組みます。 
・地震に強いまちづくりを進めるため、1981（昭和56）年5月31日以前に建築された木造
住宅について、耐震診断事業及び耐震補強補助事業を促進します。 

 
③名張地区等における防災対策の推進 

方
針 

 名張地区等老朽木造住宅が密集した地域における防災力の向上を目指します。 

・名張地区等老朽木造住宅が密集した地域における防火対策を進めます。 
・共同建替え、ミニ土地区画整理、沿道型土地区画整理事業などにより住宅の建替えを図

ります。 
・空き家・空き地の活用など市街地居住を促進し、住宅の建替えやオープンスペースの確

保を図ります。 
 

                                                
（注11 （ゼロエミッション）自然界への排出ゼロのシステムを構築する、またはそれを構築するように
目指すこと。 
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6 住宅・住環境 
①住宅整備 

方
針 

 市営住宅の再整備を目指します。 

・住まいに関する総合的な計画である「住宅マスタープラン」に基づいて策定した地域住

宅計画について実情に照らして再検討を行います。 
・市営住宅の再整備にあたっては、既存ストックの有効利用を図るとともに、住宅市場の

補完性の原則を基本に、民間活力の積極的な導入を目指します。 
 
②市街地等における暮らしやすいまちづくり 

方
針 

 特色に応じた居住空間の整備により市街地等における暮らしやすいまちづくりを目指

します。 
・名張地区既成市街地と新しい市街地として位置付けられている希央台及び鴻之台地区に

ついては、地区相互の特性に応じて適切な機能分担のもとに、まちの顔としてふさわし

い都市機能の整備・向上や魅力的な都市型居住空間を形成します。 
・地域のまちづくりと連携して、災害に強い安全で快適な住環境を地区計画等の制度を活

用して推進します。 
・用途地域が指定されていない大規模な住宅地においては、市街化の進行状況、市民のニ

ーズなどに配慮しながら用途地域の指定及び地区計画の指定等による適切な土地利用規

制を検討します。 
・住宅地内の未利用地については、適切な管理を促すとともに、地域住民の健康増進やレ

クリエーションなどの余暇活動や地域づくりに有効活用できるような、仕組みや制度に

ついて研究を進めます。 
 
③既存ストックの有効活用（円滑な住替えを促すシステムの検討） 

方
針 

 既存住宅ストックを無駄にすることなく有効に活用できるシステムの実現を目指しま

す。 
・良好な居住環境の保全・向上を進めるとともに、各地区の特性を活かした特色のある住

宅・住環境の整備を促進します。 
・ライフステージに合った住宅の選択やそのための住替え、建替えなどを効率的に促すた

めの施策を検討し、地域活力の維持、再生が図られる仕組みづくりを進めます。 
・国や住宅金融支援機構が提供する高齢者向けのリフォーム融資等の施策を活用して住宅

の建替えを行う高齢者等に対する支援について検討します。 
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VI． まちづくりと連携した取組の方針 
1 景観形成 
①（仮称）名張市景観計画の策定及び景観関連条例の制定 

方
針 

 景観まちづくりのための計画・条例の整備により美しい都市を目指します。 

・名張らしさを活かし新たな価値を生み出す景観形成を進めるため、景観法に基づいた景

観計画の策定及び景観関連条例を制定します。 
 
②ふるさと名張への誇りと郷土愛の醸成 

方
針 

 景観まちづくりを通じて「住みたい、住み続けたい」まちの創造を目指します。 

・名張市の特性を活かした景観形成による魅力的なまちづくりを行い、次世代に継承した

い「住みたい、住み続けたいまち」を創造し、ふるさと名張への誇りや郷土愛の醸成に

つなげていきます。 
 
③魅力あふれる都市ブランドの創出 

方
針 

 地域のまちなみや住宅地景観の創造が交流の促進につながる景観まちづくりを目指し

ます。 
・調和のとれた統一感のある良好なまちなみの形成や良好な住宅環境の形成とともに、地

域資源に磨きをかけて新たな観光並びに交流資源を生み出していくことにより、名張の

都市ブランドをより向上させていきます。 
 
④活力のある地域力の形成 

方
針 

 多様な主体による景観まちづくりの推進により地域力あふれるまちを目指します。 

・行政のみならず、市民をはじめ地域づくり組織や事業者など多様な主体（「新しい

公」）により各地域の特性や個性を活かした景観まちづくりなどに取組くんでいくこと

で、地域力を高めていきます。 
 ̀ 
2 地域の振興 
①歴史的資源の活用 

方
針 

 既存の歴史資源などを交流の促進に活用できる地域ごとの拠点形成を目指します。 

・美旗古墳群などを活用した交流拠点の形成、農山村における農業や林業を基盤とした交

流拠点の形成など、地域の特性に基づいて地域の振興につながる拠点の形成を図りま

す。 
 
②自然資源、自然環境の活用 

方
針 

 既存の自然資源、レクリエーション資源の整備・充実により観光・交流の促進を目指

します。 
・青蓮寺湖、ひなち湖など水辺環境を利用したレクリエーション空間の整備を図ります。 
・自然体験、農業体験、林業体験など、地域の資源を活用した体験型交流施設等の整備を

図ります。 

VI． まちづくりと連携した取組の方針
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③地場産業、地場の産品の活用 

方
針 

 地場の産業を地域の振興につなげることのできる体制づくりや施設の整備等を目指し

ます。 
・長い伝統を有する地場の産業や地場の産品を活用した地域振興を図る市民や事業者の活

動と連携して、体験施設、周辺環境の整備などを行います。 
 
3 人にやさしいまちづくりの推進 
 
①高齢化などに対応できる地域における福祉のまちづくり 

方
針 

 人口の減少、高齢者の急増などにより、ひとり暮らし世帯や地域から孤立した世帯の

増加、近所づきあいの希薄化がますます進むことが予想される中、いつまでも安心して

地域で住み続けられるまちづくりを目指します。 
・地域を担う「人の力」を活かし、市民参加のもとに多様な主体が交流、連携して福祉の

まちづくりを進めるため、参加と共助の仕組みづくりに取り組みます。 
・暮らし、活動する「地域」を視点に、「自分たちのまちは自分たちで創る」住民主体の

地域づくり、福祉のまちづくりの実践をとおして「地域の力」を高め、ともに生きる心

豊かな「しあわせ空間づくり」を進めます。 
・補完性の原則に基づき、自助･共助･公助の役割を踏まえながら、できる限り身近な福祉

エリアで様々な課題に対応してくため、これまで構築されてきた「人の力」や「地域の

力」、地域にある福祉資源を結び、大きな福祉のネットワークで地域を支えていきま

す。 
 
②バリアフリーやユニバーサルデザインの推進 

方
針 

 公共施設や交通・商業施設等におけるバリアフリー化を目指します。 

・公共施設、交通施設及び商業施設などに関しては、誰もが安心して快適に利用できるよ

うバリアフリー化やユニバーサルデザイン（注12の導入を図り、人にやさしいまちづくり

を進めます。 
 
③市街地における歩きやすい環境の整備 

方
針 
 市街地拠点における歩きやすい環境の整備を目指します。 

・市街地拠点においては、誰もが歩いて暮らせるまちづくりを進めるため、市役所前の市

民広場と平尾山カルチャーパークを結ぶ中央緑道（パークアベニュー）の整備など、中

央公園や名張駅周辺における回遊性の向上や、快適な歩行者空間の創出に向けポケット

パークやベンチの整備などを進めます。 
 

                                                
（注12 （ユニバーサルデザイン）文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障がい・能力の如
何を問わずに利用することができる施設・製品・情報の設計（デザイン）をいう。  
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4 環境に配慮したまちづくりの推進 
①環境負荷の小さなまちづくりの推進 

方
針 

 自動車に過度に依存しないライフスタイルの実現など、環境負荷の小さなまちづくり

を目指します。 
・自動車に過度に依存しない、歩いて暮らせるまちづくり、公共交通重視のまちづくりを

推進することにより、環境負荷の小さなまちづくりに取り組みます。 
・環境負荷の小さな移動手段である自転車や徒歩での移動が快適になるよう、利用者の動

向を把握しつつ歩行者道、自転車道などの整備を進めます。 
・「名張市バイオマスタウン構想」の実現を促進し、化石燃料の消費を減少させ二酸化炭

素の排出量の削減を図ります。 
 
②農地・森林の保全 

方
針 

 水源となる森林や自然のダムといわれる水田を保全し、大気・水の豊かな循環を保

ち、災害にも強いまちづくりを目指します。 
・無秩序な開発を抑制し、森林や農地の保全に取り組みます。 
・農地の保全と有効活用に取り組みます。 
・まとまりのある集落の形成を進め、地域の協力を得つつ、森林や農地の荒廃がこれ以上

進まないよう取り組みます。 
 
③自然豊かな市街地の形成 

方
針 

 緑豊かな市街地、水と親しむことのできる川や水路など、市街地における豊かな自然

の保全・復元を目指します。 
・緑が不足しがちな市街地において公園、ポケットパークなどの整備を進めます。 
・川や水路において水と親しむことのできる親水空間の整備・復元を図ります。 
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第二部　実現に向けて

I. 協働によるまちづくりの推進
II. 地域別構想の策定
III． 市民と協働して体験を積み重ねていく取組
IV． 計画の管理

主な内容
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第一部では、今回の都市マスタープラン改定にあたり、目指すべき方向や行政の取組につ

いてその方針を述べてきました。 
ここでは、第一部で示した都市のビジョンや将来の都市像などを実現するために、今後取

り組んでいく行政と市民などの役割分担等について明らかにし、計画実現のための方策を整

理しています。 
都市計画分野をはじめとして、まちづくりは行政が行う施策のみによって実現できるもの

ではありません。本マスタープランの実現のため、用途地域の指定などの手法による拠点の

形成や交通軸の整備などによる軸の形成といった都市計画手法を用いた都市構造に関わる基

本的な施策を実施し、目指すべきまち、目指すべき地域の実現に向けて取組むのは行政の責

務です。しかし、拠点が拠点として機能することや公共交通が軸として機能するためには、

地域住民、事業者等の主体的な取組が不可欠です。用途地域の指定のみによって拠点が形成

されるのではなく、そこで実際に市民の活発な生活や事業が営まれることによって拠点の機

能が高まり、市民がバスや鉄道を利用することによって、行政が整備した交通軸が活かされ

より強固なものになっていきます。 
また、まちづくりには地域住民や事業者が主体となった取組や、行政と地域づくり組織を

はじめとした様々な主体との協働が必要となります。その際に、行政は、地域主体のまちづ

くりに対する適切な支援や、地域で合意した計画の実現に向けた制度の整備などの役割を担

うこととします。 
 



■I． 協働によるまちづくりの推進 

 55 

 
I． 協働によるまちづくりの推進 
 
1 都市計画における協働によるまちづくりの背景 

 
本市は、「参画と連携によりみんなで支えあう社会」を目指し、「新しい公」による社会

形成を進めています。「新しい公」とは、地域の課題を行政だけではなく、市民、地域づく

り組織、市民活動団体、事業者などが、お互いの役割と責任を自覚しながら対等な関係のも

とで参加と連携により解決していこうとするものです。（第三部資料参照） 
 
本計画においてもこの考え方での取組が基本となっていますが、さらに都市計画の分野に

関しては、次の3点を強く意識しておく必要があります。 
・都市計画、特に土地利用の規制・誘導に関わる施策は、土地・建物の価値を変化させる

ことがあり、市民の生活に直接影響する面が含まれています。 
・都市施設に関わる施策は多分野にわたっており、その多くが市の財政支出を伴うため、

適切で公正であることが求められます。その際、評価指標として費用対効果の得られな

いものについては実施が困難になりつつあります。 
・都市計画分野の施策についての評価は都市の発展という長期的な視点から行われるべき

ものですが、実際には生活への影響や財政支出の効率性といった短期的な視野で評価さ

れてしまうことが多いのが実情です。 
 
例えばこの計画では、高齢化・人口減少という新たな時代の到来に備えるため、まとまり

のある市街地や集落づくりを目指した集約連携型都市構造の実現を重要な柱として位置付け

ています。そのためには、白地地域における開発の抑制やにぎわいのある市街地の形成、各

拠点における質の向上と交流の促進などの施策が最も重要になってきます。しかし、これら

を実現していくためには、多くの市民の理解と協力が不可欠です。 
また、公共交通の分野においては、子どもや高齢者の交通権を確保するため長期的な視点

で公共交通の充実が不可欠であると考えていますが、充分な費用対効果を得られない（モー

タリゼーション・自動車依存型社会の進行、公共交通利用者数の減少など）のが実情です。

公共交通を充実させていくためには、市民が公共交通を利用することが不可欠になってきま

す。 
 
こうしたことから、新しい時代に対応する新たな都市のビジョンを実現していくため、市

民との協働によるまちづくりの推進を、プラン実現のための最も重要な方策として位置付け

ています。 

I. 協働によるまちづくりの推進
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2 協働の分野と市の役割 
 
　都市計画における市民との連携により実現を図るための仕組みは、計画、事業の規模や性質に

より異なり多岐にわたりますが、要約すると以下のようになります。

市民の参画を図っていくべき分野

市民との協働作業を行っていくべき分野

市民が主体となって取り組んでいくべき分野

方針や施策の方向を見定めるため、市の方針について、市民が意見を述べ議論する機会を設

けることにより、実情に即し、より公正、公平で分かりやすいものとする取組が不可欠な分野。

（市全域に関わるマスタープランなどが典型）

方針や施策の実現を目指し、より効果的な手法を構築するため、市民との協働作業による取

組が不可欠な分野。（各種社会実験の実施などが典型）

方針や施策の実現を目指し、地域の課題を解消するため、市民や地域の主体的な取組が不可

欠な分野。（きめ細やかな地域課題に対応する地区計画などが典型）

　〔市の役割〕

◯ある市全体の方針に関わる論議の分野では、学識を有する市民や関連する活動を行って

いる市民の参画を求めるとともに、一般の市民からも広く公募により参画を募ります。

　この分野においては、それぞれのテーマに応じて納得できるまで議論できる場の充実が

重要であり、参加者が充分に意見を交換し、その立場を認めたうえで議論を積み重ねる

ことができる環境づくりを行います。

◯都市計画の決定、変更に係る手続きにおいて、市民参画の機会を拡充するため、必要な

仕組みづくりを推進します。

〔市の役割〕

◯市民、地域との協働において推進する分野（例えば、公共交通を充実させていくため、

より多くの市民が公共交通機関を利用するよう協力を求めたり、社会実験への参加を求

めていくことなど、参加者や利用者としての協働）では、適切な情報提供や参加しやす

い環境づくりなどを積極的に行うとともに、できるかぎり広く参加者・利用者の意見を

集約する仕組みづくりに努めます。

〔市の役割〕

◯市民、地域が担い手となって推進する分野（例えば、コミュニティバスの運行や地区計

画の策定など、市民が活動の主体となる場合）では、市民や地域づくり組織が活動を継

続することができるよう、様々な支援を行います。
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3 本計画において当面市民との協働を進めていくべき分野 

計画策定などに関わるもの

社会実験などにより施策の必要性を検証していくもの

主体としての市民グループと協働していくもの

　本計画においては、分野ごとに基本となる計画の策定を位置付けているものがありま

す。（本計画の地域別構想、「（仮称）総合交通マスタープラン」、「ふるさとの杜づくり計

画（緑の基本計画）」など）このような計画の策定にあたっては、できるかぎり多くの市

民が直接計画づくりに携ることができるよう、参画機会を設けていきます。

　また、議論への参加をきっかけとしてより具体的な市民活動へと発展することも含めた

支援を行います。

　都市計画における取組としてその重要性が評価されていながらも、現実の利用頻度が低

かったり、地域における必要性の検証が充分に行われていない施策分野においては、社会

実験などを通じて施策の重要性に対する理解を深めたり、利用を促進することなどがまず

必要となっているものがあります。（公共交通、市街地におけるにぎわいづくりなど）

　このような分野においては、施策の有効性を判断するにあたって、社会実験を積極的に

行います。

　既にコミュニティバスの運行については、市民が主体となって実績が築かれつつありま

すが、これ以外にも本計画の施策を具体化していくためには、主体としての市民との協働

が不可欠な分野が多数あります。

　各地域における交流促進のためのソフトウェアの充実、公共交通の充実に関する地域の

取組、市内各拠点において地域の魅力を高めていくための取組などが代表的なものです

が、このような市民が直接の主体となって活動を行うことが望ましい分野においては、ま

ちづくり講座や出前講座などにより、より多くの市民が参加しやすい環境づくりを行うと

ともに市民グループが活動を継続していくことができるよう、支援を行います。

　本計画においては、分野ごとに基本となる計画の策定を位置付けているものがありま

す。（本計画の地域別構想、「（仮称）総合交通マスタープラン」、「ふるさとの杜づくり計

画（緑の基本計画）」など）このような計画の策定にあたっては、できるかぎり多くの市

民が直接計画づくりに携ることができるよう、参画機会を設けていきます。

　また、議論への参加をきっかけとしてより具体的な市民活動へと発展することも含めた

支援を行います。

　本計画においては、分野ごとに基本となる計画の策定を位置付けているものがありま

す。（本計画の地域別構想、「（仮称）総合交通マスタープラン」、「ふるさとの杜づくり計

画（緑の基本計画）」など）このような計画の策定にあたっては、できるかぎり多くの市

民が直接計画づくりに携ることができるよう、参画機会を設けます。

　また、議論への参加をきっかけとしてより具体的な市民活動へと発展することも含めた

支援を行います。
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II． 地域別構想の策定 
現在、各地域で「地域づくり組織」が設けられ、これを中心として各地域の「地域ビジョ

ン」が検討されており、地域別構想はこの地域ビジョンの一部として位置付けられます。 
「地域ビジョン」において整理された土地利用構想など、都市計画として担う部分につい

ては、都市マスタープランの地域別構想として取扱い、必要に応じて都市計画制度の運用を

行います。都市計画における地域別構想の大きな柱は、以下の2点となります。 
・地域における土地利用の方針 
・地域における各種都市施設整備について、地域として重要なものの位置付けと整備後

の利用を想定した施設イメージの設定 
 

１）地域における土地利用の方針 
第一部で掲げた各拠点の方針や土地利用の方針を踏まえ、より地域の魅力を高めるた

めには、地域ごとの土地利用のあり方について検討が必要です。このような方針設定に

あたっては、それぞれの地域の現状と将来のビジョンに適した土地利用規制のための議

論の積み重ねが必要となっています。また、地域独自の取組を実現する方策についても

考慮していく必要があります。そのための基本的な考え方の整理、必要な情報の提供、

事例の紹介など、必要な支援を行います。 
 

２）都市施設の整備方針 
人口の推移や高齢化が進展する中で魅力的な地域づくりを進めていくためには、地域

のビジョンに基づく選択的な都市施設の整備が必要となっています。 
例えば地域によってはバス停が重要な交通ハブ（注13として機能するケースがあり、自

転車駐車場や待ち合わせのための施設の整備が大きな役割を果す地域があると考えられ

ますが、これは、全ての地域において同様の役割を果すとはいえません。 
第一部においては、全市的な観点から必要となる都市施設について整理を行っていま

すが、それぞれの施設の重要性、優先性は地域により異なります。 
このような重要性や優先性を明確にし、地域の将来ビジョンにふさわしい施設整備の

方針を地域ごとに定めることが重要になっており、土地利用の方針と同様に、市全体か

らみた基本的な考え方の整理、必要な情報の提供、事例の紹介など、必要な支援を行い

ます。 

                                                
（注13 （ハブ）ハブ（英語: hub）とは「轂（こしき）」を意味し、車輪の中心部にあって、車輪の外
周と車軸とをつなぐスポークが一点に集中する部分のこと。転じて周辺各地への様々な交通機関が集

中する場所、交通結節点を指す場合にも用いられる。 

II. 地域別構想の策定
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III． 市民と協働して体験を積み重ねていく取組 
１）取組の分野 
本計画においては、現状や将来の予測を踏まえると施策化することが望ましいものであり

ながらも、社会・経済状況やコストへの配慮などから記載することが難しい、もしくは記載

しても抽象的にしか表現できていない事項があります。以下のことは、地域の将来をイメー

ジするうえでは無くてはならないことですが、今の段階で取組の主体や目標とする時期など

を明らかにすることは困難であると考えています。 
①歩いて暮らせるまちづくり 
②多様な居住環境を活かせるまちづくり 
③長時間滞在できるにぎわいのある市街地（市街地拠点） 
④都市交流拠点における都市計画道路の整備、市街地整備、基盤整備及び災害に強い

まちづくり 
⑤近郊型生活文化拠点及び集落居住拠点における恒久的公共交通手段や商業機能の確

保など持続可能なまちづくり 
⑥観光・交流拠点における交流のまちづくり（施設整備と活用の方策）  

 
これらのことは、重要な取組であり、今後市民との協働で実績を積み重ねることで有効な

方策を見出していくことができると考えられることから、当面は、社会実験やモデル事業な

どを導入することにより実現に向けた方策を模索していくことが必要です。 
 
２）実現のてがかり 

これらの取組を実現に導くためには、より効果が高まるように複合的な目的を持たせ

たり、生活スタイルや価値観を見つめ直すなどといった社会の変化が不可欠です。その

ため、当面、次のことを目標として検討を進めます。 
 
①歩いて暮らせるまちづくり 
自転車利用や徒歩は、「脱自動車」を目指すためだけのものではなく、市街地のにぎ

わいづくりにも健康づくりにもつながっていきます。つまり「歩いて暮らせるまちづく

り」は、環境保全、健康増進、市街地振興など複合的な効果をもたらすものですが、現

在のところ、中央緑道など歩行者・自転車道の利用者は少なく、そのため、自転車専用

道の整備などに充分な効果が期待できないのが実情です。 
しかし、一人でも多くの市民が、通勤、通学、買い物、散歩などで自転車に乗ったり、

歩いたりすることで、このような環境を変えていくことができます。 
つまり一人でも多くの市民に自転車や徒歩の楽しさ、良さを体験してもらうことが今

後のためのてがかりになると考えられ、自転車利用に関わる社会実験などを通じて体験

を積み重ねていくことが重要になっています。 
 
②多様な居住環境を活かせるまちづくり 
本市には実に様々な「住まい方」があります。市街地の町屋、市街地の中層マンショ

ン、まちなかの戸建住宅、郊外の戸建住宅、農村や山村での暮らしなどですが、年齢や

ライフステージ、趣味や関心に応じて暮らしの場を変えることはさほど自由ではなく、

また、費用もかかります。 
本市では、できるだけ多様な暮らしを享受できるまちづくりを進めていく考えですが、

実際の建替えや、住替えのための手法については、模索の段階にあります。 
一方、それぞれの地域において地域の特徴を活かした住宅環境を整え、提供していく

こと、住宅だけでなく、事業所の立地に関しても従来の固定観念に捉われず、地域の価

値を高めるため、周辺環境に配慮しつつ適切な立地を促進することが重要になっていま

す。 

III． 市民と協働して体験を積み重ねていく取組
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③長時間滞在できるにぎわいのある市街地（市街地拠点） 
都市機能拠点には市役所、図書館などの施設が集中しているだけでなく、中央緑道な

ども併せて整備されていますが、自転車や徒歩での利用者は非常に少ないのが実情です。 
また、商店も沿道型のものが多く、地域ににぎわいを形成するには至っていません。 
しかし、利用の仕方を工夫すれば、今後、地域のにぎわいづくりを進め、長時間楽し

く過ごすことのできる地域づくりは可能であると考えています。 
そのためには、地域や商業者と連携したにぎわいづくりを進めていく必要があり、そ

のための社会実験の実施などが重要になっています。 
 
④都市交流拠点における都市計画道路の整備、市街地整備、基盤整備及び災害

に強いまちづくり 
都市交流拠点においては、社会基盤の整備が遅れ災害に強いまちづくりや都市計画道

路の整備などが充分には進んでいない状況にあります。 
しかし、立地環境を考えれば、利便性の高い住宅地としてのポテンシャルが高いばか

りか、町屋などを利用した多様な居住も可能となる地域です。 
大規模な面的整備事業の見通しが立たない現状では、都市計画道路の見直しと沿道型

土地区画整理事業の検討や共同建替えによる借り上げ民間借家方式の市営住宅の確保

（市街地内市営住宅の実現）などが重要になっています。 
 
⑤近郊型生活文化拠点及び集落居住拠点における恒久的公共交通手段や商業機

能の確保など持続可能なまちづくり 
近郊型生活文化拠点及び集落居住拠点においては、充分な公共交通が確保されていな

いこと、また、商業機能など日常の暮らしの面でも不便な点があることは大きな問題で

す。しかし、モータリゼーションが進展する状況で、これまで公共交通が充分に利用さ

れていないこと、大規模商業施設の利用が進み地域の身近な店舗の利用が低調であるこ

となども事実であり、これらを日常生活を支えるサービスとして恒久的に提供していく

のは困難な状況にあります。 
公共交通については、既にコミュニティバスが運行されている地域もありますが、こ

のような取組を持続可能なものとするためにも、従来のライフスタイルの見直しや、若

い世代の定住などによる活力ある地域づくりを進めていく必要があります。また、積極

的に公共交通を利用することが促進されれば、公共交通全体の幅や厚みが増し、結果と

して公共交通全体の維持につながります。 
通勤・通学でのバス利用の推進、コミュニティやNPOなどが主体となって実現する
コミュニティビジネスとしての交通・商業サービスの実現などが重要になっています。 

 
⑥観光・交流拠点における交流のまちづくり（施設整備と活用の方策） 
本市にはいくつもの魅力ある地域と資源が遺されており、本計画においては、観光・

交流拠点としてこれらを位置付けています。また、必要に応じて交流のための都市施設

などの整備も進めていく予定です。 
しかし、施設整備は実際の利用に即して行われるべきもので、特に、交流施設の場合

には、このような事前の検証が不可欠です。 
まず、様々な実験的取組を行い、交流拠点としての質を高めるとともに、PRも併せ
て行うなどの取組がてがかりとなります。 
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IV． 計画の進行管理 

 
本計画は、都市計画に関するものが基本となっていますが、まちづくりは都市計画制度の

みによっては実現できないことから、周辺の事業も含めて方針としています。 
まず、本計画の進行管理のうえで配慮すべき他計画については、次の考え方により連携を

図ります。 
 
①用途地域の見直し・指定、特定用途制限地域の指定などの土地利用規制のあり方に関し

ては、地域の意向、土地利用動向の検討、県及び広域との調整など総合的な観点から検

討を進めます。 
②本計画における目標を着実に実現していくため、「（仮称）総合交通マスタープラン」、

「（仮称）名張市景観計画」、「地域住宅計画」、「ふるさとの杜づくり計画（緑の基

本計画）」等の策定・見直しを進めます。 
③本計画と連携してまちづくりを進めていくこととなる計画（下水道、上水道、廃棄物処

理等に関する計画）の見直しが行われた場合にも、本計画の見直しの必要性について検

討します。 
④土地利用の規制・誘導に関しては、定期的に実施している「都市計画基礎調査」の結果

を踏まえて検討します。 
⑤本計画が即している計画（本市の「総合計画」、三重県の「都市計画区域マスタープラ

ン」等）の見直しが行われた場合には、これら計画の変更に合わせて本計画の見直しを

検討します。 
 
また、計画の進行管理に関しては庁内での進行管理体制の確立が不可欠となっており、進

行管理のための庁内組織について検討します。 
さらに、本計画における各種施策の評価については、総合計画の施策評価システムと連動

させて実施します。 

IV． 計画の管理



■第二部 実現に向けて 

 62 

 
 



 

 

 
 
 
 
 

第三部 資料 
 
 
 
 
 
 

第三部　資料
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I． 名張市都市マスタープラン改定経過 
 
平成１９年度 

 名張市都市マスタープラン改定方針の策定 

  都市のあり方検討ワーキング １０回 

平成２０年度 

 名張市都市マスタープラン事務素案の策定 

  都市マスタープラン改定ワーキング １６回 

  改定検討会  ３回 

平成２１年度 

 名張市都市マスタープランの改定 

  ６月 ・名張市議会第３３４定例会で名張市都市計画審議会条例を改正

し都市計画審議会に都市計画に関する事項を専門的見地から調

査・検討するための小委員会の設置を可能とする制度の整備を

行う。 
・庁内に名張市都市マスタープラン改定ワーキング（以下「改定

ワーキング」）を設置 
   ・改定ワーキング  １回 

  ７月 ・名張市都市計画審議会内に、名張市都市マスタープラン改定に

向けて調査・検討を行う名張市都市マスタープラン改定検討委

員会（以下「改定検討委員会」）を設置 
   ・改定ワーキング  ３回 

   ・改定検討委員会  ２回 

  ８月 ・改定ワーキング  ２回 

   ・改定検討委員会  １回 

   ・改定ワーキング  １回 

   ・名張市都市マスタープランの改定にかかる意見について（中間

報告）提出（改定検討委員会） 
  ９月 ・名張市都市マスタープラン改定素案の都市計画審議会報告 

・名張市都市マスタープラン改定素案の議会報告 
  ９月～10月 ・改定ワーキング  ２回 

   ・住民説明会の開催 14地区（9/26～10/24） 444名 
   ・パブリックコメントの実施 （9/25～10/30） 9件 
  10月～11月 ・伊賀市、津市、三重県との広域調整 
   ・改定ワーキング  １回 

  11月 ・改定検討委員会  １回 

   ・名張市都市マスタープランの改定にかかる意見について（最終

報告）提出 （改定検討委員会） 
  12月～１月 ・改定ワーキング  １回 

   ・名張市都市マスタープラン改定案の都市計画審議会報告 
  ２月 ・名張市都市マスタープラン改定案の議会報告 
  ３月 ・名張市都市マスタープラン改定の三重県への通知 
    

 

I. 名張市都市マスタープラン改定経過
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II． 名張市都市マスタープラン改定検討委員会委員 
 

氏     名 適   用 備 考 

名張市都市計画審議会条例第２条第１号に規定する者 

◎ 久
ひさ

 隆浩
たかひろ

 近畿大学理工学部教授 都市計画、景観計画 

 辰巳
た つ み

 雄
かつ

哉
や

 名張商工会議所会頭 地域経済 

 望月
もちづき

 明子
あ き こ

 名張市民生委員児童委員 地域福祉 

名張市都市計画審議会条例第２条第３号に規定する者 

 富田
とみた

 廣
ひろし

 市民公募委員 市民代表 

名張市都市計画審議会条例第４条第１項及び第２項の規定に基づき市長が委嘱した者 

 松本
まつもと

 幸正
ゆきまさ

 名城大学理工学部教授 都市計画、交通計画 

 中北
なかきた

 真
まこと

 
近畿日本鉄道株式会社 

不動産事業本部分譲事業部長 
公共交通、住宅地開発 

 菅尾
すがお

 悟
さとし

 
社団法人三重県宅地建物取引業協会名張支部

長 
土地取引、住宅関連 

 山下
やました

 松一
しょういち

 名張市土地改良区 理事長 農地 

 奥野
おくの

 淳一
じゅんいち

 
国土交通省近畿地方整備局 

木津川上流河川事務所  

調査課長 

河川管理、計画 

◯ 鵜飼
うかい

 伸彦
のぶひこ

 伊賀建設事務所 副所長 道路管理、計画 

（◎：委員長、◯：副委員長） 
 

II. 名張市都市マスタープラン改定検討委員会委員
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III．  本市の広域的特徴について 
 
 本市は近畿圏と中部圏の結節点にあります。 
 しかし、長い間近畿圏からの転入者を受け入れてきたこともあり、市民の意識では「近畿

圏の一員」という意識が強いものと考えられ、このことは、本市における転入・転出の状況

からも裏付けることができます。 
 

表3 転入と転出の状況 
 転入（県内） 転入（県外） 転出（県内） 転出（県外） 計 

平成8年 875 3,440 740 2,470 1,105 
平成9年 808 3,041 689 2,484 676 
平成10年 735 2,762 649 2,480 368 
平成11年 767 2,511 715 2,402 161 
平成12年 794 2,568 697 2,496 169 
平成13年 748 2,254 722 2,504 -224 
平成14年 714 2,083 716 2,303 -222 
平成15年 754 2,049 831 2,302 -330 
平成16年 736 1,965 839 2,236 -374 
平成17年 691 1,878 793 2,283 -507 
平成18年 795 1,767 763 2,224 -425 

（資料：住民基本台帳、単位：人） 
 

 
IV．  都市計画法制等関連資料 
１）都市計画に関する法的規定 
 

都市計画法第2条では、次のように定められており、都市計画とは、都市に
おける市民の活動を支えるための都市施設の整備や合理的な土地利用を行う

ことであると定められています。 
「第2条  都市計画は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な
都市生活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な

制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきことを基本理念として定め

るものとする。」 
 
 

表4 都市計画法関連規定抜粋 
第6条の2 都市計画区域については、都市計画に、当該都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を定め

るものとする。 

第15条第1項 都道府県が定める、主な都市計画としては次に掲げるもの。 

・都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に関する都市計画 

・区域区分に関する都市計画 

・都市再開発方針等に関する都市計画  

第18条の2 市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本構想並びに都市計画区

域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該市町村の都市計画に関する基本的な方針（以下こ

の条において「基本方針」という。）を定めるものとする。  

市町村が定める都市計画は、基本方針に即したものでならなければならない。 

 
 
 

IV． 都市計画法制等関連資料

III． 本市の広域的特徴について
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V．  社会経済構造の変化について 
 
1 人口・世帯の動向 
①人口の推移と高齢化 

 
○全国の見通し 
わが国は現在、急速な高齢化が進んでいると同時に少子化・人口減少も同時に進んで

いる状況にあります。 
2008(平成20)年版の「高齢社会白書」では、2008(平成20)年に入り65歳以上の高齢者
の総人口に占める割合が初めて20%を超え21.5%になったことから本格的な高齢社会に
なっていることを記しています。 
また同白書では、50年後の日本を次のようにまとめています。 
・人口は1億2000万人から9000万人を割り込む。 
・2.5人に1人が高齢者、4人に1人が後期高齢者となる。 
・年少人口、出生数とも現在の半分以下に、生産年齢人口は4,595万人になる。 
・現役世代1.3人で1人の高齢者を支える社会が到来する。 
・平均寿命は、男性83.67歳、女性90.34歳となる。 

 
○本市における人口・世帯数の推移 
本市におけるこれまでの人口及び世帯数の推

移は、以下のとおりで世帯数に関してはまだ増

加基調にあるものの、人口については既に減少

を始めています。 
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図18 市の人口・世帯数の推移（資料：国勢調査） 

表5 人口と世帯数の推移 
 世帯数 人口 

昭和30年 6,325 31,245 
昭和35年 6,564 30,904 
昭和40年 6,882 30,084 
昭和45年 7,627 31,160 
昭和50年 8,899 34,929 
昭和55年 11,803 44,488 
昭和60年 15,272 56,474 
平成2年 19,490 68,933 
平成7年 24,005 79,913 
平成12年 26,716 83,291 
平成17年 28,334 82,156 
（資料:国勢調査、単位：世帯、人） 

V． 社会経済構造の変化について
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○地域別人口の推移 
また、地域別の人口推移をみると、名張、錦生、国津で減少を続ける一方で、蔵持、

薦原、美旗、比奈知、つつじが丘、赤目、箕曲、桔梗が丘で増加の傾向を示しています。 
しかし、後者の近年の推移をみると、微減傾向、もしくは増加の傾斜が緩くなってい

ます。 
 

表7 地域別の人口の推移 
 名張 蔵持 薦原 美旗 比奈知 つつじが丘 錦生 赤目 箕曲 国津 桔梗が丘 

昭和30年 11,161 1,580 1,570 2,467 3,141 - 2,750 3,358 2,834 2,114 - 
昭和35年 11,450 1,828 1,457 2,689 2,907 - 2,602 3,250 2,826 1,895 - 
昭和40年 11,761 2,074 1,336 2,532 2,648 - 2,346 3,079 2,685 1,623 - 
昭和45年 11,373 1,717 1,267 2,562 2,507 - 2,242 2,941 2,677 1,406 2,170 
昭和50年 11,148 2,011 1,297 3,022 2,893 - 2,258 2,893 2,937 1,281 5,189 
昭和55年 10,109 2,812 1,499 3,770 3,653 2,550 2,340 3,760 3,353 1,254 9,388 
昭和60年 9,872 3,347 1,607 5,705 5,770 6,455 2,303 4,259 3,783 1,176 12,197 
平成2年 9,584 7,875 1,777 7,375 7,320 8,202 2,270 4,292 6,640 1,138 12,460 
平成7年 9,200 10,510 1,991 8,751 8,934 10,048 2,258 4,641 9,318 1,112 13,150 
平成12年 8,944 11,341 2,211 9,124 9,064 11,100 2,261 4,602 10,311 1,072 13,261 
平成17年 8,477 11,178 2,238 8,808 8,988 11,018 2,123 4,320 10,575 939 13,492 

（資料：国勢調査、単位：人） 
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図19 地域別の人口の推移（資料：国勢調査） 
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○自然増減・社会増減 
自然増減・社会増減の推移をみると、2001(平成13)年から既に減少に転じています。 

表8 自然増減、社会増減の推移 
自然増減 社会増減  

出生 死亡 計 転入（県内） 転入（県外） 転出（県内） 転出（県外） 計 
計 

平成8年 666 471 195 875 3,440 740 2,470 1,105 1,300 
平成9年 655 491 164 808 3,041 689 2,484 676 840 
平成10年 676 508 168 735 2,762 649 2,480 368 536 
平成11年 670 521 149 767 2,511 715 2,402 161 310 
平成12年 655 552 103 794 2,568 697 2,496 169 272 
平成13年 693 526 167 748 2,254 722 2,504 -224 -57 
平成14年 741 550 191 714 2,083 716 2,303 -222 -31 
平成15年 714 580 134 754 2,049 831 2,302 -330 -196 
平成16年 665 631 34 736 1,965 839 2,236 -374 -340 
平成17年 625 654 -29 691 1,878 793 2,283 -507 -536 
平成18年 627 653 -26 795 1,767 763 2,224 -425 -451 

（資料：住民基本台帳、単位：人）  
増減数（単位：人）
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図20 自然増減、社会増減の推移（資料：住民基本台帳）  

○高齢化 
本市の3年齢階級別人口は、以下のとおりで、平成17年においても高齢化率は18.1%
（全国では20.1%）に留まっています。また、年少人口の割合は14.1%（全国では
13.7%）と若干高くなっています。 
これは、近年の人口増加過程で住宅を購入する世代（15歳～64歳の家族構成）が流入
したためと考えられます。  

表9 市の年齢別人口構成の推移 
 0～14歳 15～64歳 65歳以上 年齢不詳 計 

13,552人  57,269人  12,440人  0人  83,261人  H12 
16.3% 68.8% 14.9% 0.0% 100.0% 

11,603人  55,593人  14,893人  67人  82,156人  H17 
14.1% 67.7% 18.1% 0.1% 100.0% 

（資料：国勢調査、単位：上段：人、下段：構成比） 
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②今後の人口見通し 

 
○国立社会保障人口問題研究所による本市の人口推計 

 
 本市の人口見通しについて、2008(平成20)年12月に公表された、「国立社会保障人口問題
研究所」の人口推計資料（基準年：2005(平成17)年）では以下のようになっています。 

表10 人口推計資料 
 2005年 

(平成17) 
2010年 

(平成22) 
2015年 

(平成27) 
2020年 

(平成32) 
2025年 

(平成37) 
2030年 

(平成42) 
2035年 

(平成47) 
合計 82,156 80,544 78,573 75,968 72,750 68,997 64,761 
15歳未満 11,612 10,247 9,030 7,766 6,947 6,393 5,824 
15歳～64歳 55,636 52,212 47,292 43,268 40,052 37,211 34,645 
65歳以上 14,907 18,086 22,249 24,932 25,751 25,393 24,292 

（資料：国立社会保障人口問題研究所による推計結果、平成20年12月公表、単位：人） 
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図21 人口推計資料（資料：国立社会保障人口問題研究所による推計結果） 
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○三重県企画室「人口減少社会に関する調査報告」 
 三重県においても、「人口減少社会に関する調査報告」が公表されました。 
〔若者人口の動き〕 
 調査結果によると、1995（平成7）年から2005（平成17）年の若年人口の動きをみる

と、本市はUターン等による若者人口の回復がないことから、今後、人口のバランスが大

きく崩れることが懸念されます。 

市町村別若者人口変動率の類型

 
このように、最新の統計的手法による本市の将来人口推計結果等は、2000(平成12)年の

国勢調査結果を基準に人口推計を行った名張市総合計画「理想郷プラン」の数値〔2015
（平成27）年推計値80,400人〕を下回る結果となっており、緩やかな減少傾向がしばらく

続くものと予想されていますが、今後は、このような推計を踏まえつつ、本市の豊かな地

域資源を活かし、質の高い魅力的な暮らしや生活環境の創造により、人口流出をくい止め

ることや、流入人口、交流人口の確保に向け、全力をあげて取り組む必要があります。 
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2 都市経営コストについて 
本市は、人口規模からは県内市町の中で8位ですが、居住環境の整備という面からは大き
く立ち後れている状況にあります。 

表11 県内市町比較による特性把握 

大項目 項目 
名張市 

県内順位 
備考 

（参考） 
伊賀市 

人口等 総人口 8  7 
 人口密度 8  19 
 人口増加率 16 人口減少が急速 14 
 世帯数 8  7 
 世帯あたり人員 9  10 
 高齢者のいる世帯割合 24 少ない 12 
 年少人口割合 12 少ない 19 
 生産年齢人口割合 3 生産年齢人口が突出して多い。 17 
 老年人口割合 25 高齢化率も低い。 12 

自然環境 総面積 18  3 
 可住地面積割合 12  17 

経済基盤 総生産額 10  7 
 第一次産業市町内総生産額比率 25 第一次産業の比率は低い。 15 
 第二次産業市町内総生産額比率 13 第二次産業の比率は低い。 8 
 第三次産業市町内総生産額比率 15  22 
 一人あたり分配所得 16  14 
 農業算出額 19  4 
 事業所数 9  7 
 製造品出荷額等 11  6 
 年間商品販売額 9  7 

行政基盤 財政力指数 9  14 
 人口千人あたり職員数 29  9 

労働 就業者数 8  7 
 就業率 21 低い。 15 
 高齢者就業率 25 低い。 7 
 女性就業率 21 低い。 19 
 完全失業率 4  11 
 第一次産業就業者比率 25  15 
 第二次産業就業者比率 17  6 
 第三次産業就業者比率 7  22 

居住 持ち家に住む一般世帯の割合 15 高くはない。 23 
 水道普及率 22 遅れている。 25 
 生活排水処理施設整備率 8  15 
 道路舗装率（注14 28 非常に低い。 29 

安全 出火件数 19  13 
 交通事故発生件数 
（人口千人当たり） 

16  14 

（資料：「統計で見る県内市町のすがた」） 
「統計で見る県内市町のすがた」は、2007(平成１９年)３月、平成の大合併後の県内２９市町の現状を示したもの
です。 

 

                                                
（注14 （道路舗装率）舗装道路実延長÷道路実延長×１００によって表される指標のこと。 
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いうまでもなく都市とは人口の集中する地域のことで、人口が集中しているからこそ農村

とは異なる都市的な施設を高密度に整備し、快適な生活を営むことができるようにしていま

す。しかし、分散型の都市においては、都市的な範囲が広いために、都市施設の整備に要す

る費用が嵩む傾向があります。 
近年、集約型都市への転換の必要性が重視されているのは、これまでの都市づくりの考え

方に対する反省が大きな要因となっています。従来の分散型都市構造のままでは、社会基盤

等の整備に要するコストが膨大なものとなり、低経済成長下では維持することが困難になる

という課題が現実のものとして明らかになりつつあります。 
具体的には、本市における交通手段の6割以上が自動車によるものであり、このような交
通を支えていくためには、道路の整備が不可欠となりますが、自動車依存型の社会を維持し

ていくためには、道路整備に要するコストが増加していくことなどが大きな懸念材料となっ

ています。 
 
まず、2003(平成15)年に行われた伊賀圏域パーソントリップ調査では、平日の6割以上、
休日の8割以上の移動が自動車によるものでした。 

平日

休日

バス 自動車 二輪車 徒歩鉄道

9.5

3.2 0.6

81.2 7.4 7.7

1.3

0 20 40 60 80 100
（ 単位： % ）

（ 単位： % ）

凡例

63.3 10.3 15.6

s 
図22 代表交通手段別構成比（資料:「伊賀圏域パーソントリップ調査」p32） 
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3 地球温暖化への対応 
地球温暖化への対応という意味においても新たな都市づくりへの転換が求められています。 
前項でも示したように、自動車への依存割合は高まり、公共交通機関から自動車への転換

が続いています。 
しかし、このような自動車依存型の社会は、化石燃料に依存するもので、二酸化炭素排出

量も年々増加し続けています。 
地球温暖化への対応として、目指すべき都市のあり方を考えるうえにおいて、できる限り

自動車に依存しない都市への転換が求められています。 
 
  

4 コンパクトシティ（集約型都市） 
人口減少、高齢化、低経済成長、財政負担の軽減、地球環境問題への対応など様々な面で

従来の拡散型都市への反省が求められていますが、このような経済社会の変化に対応するた

め、国においても新しい都市計画に関する考え方が示されています。 
これを端的に示すものがコンパクトシティ（集約型都市）であり、都市計画制度の面から

これを目指したものが「政策課題対応型都市計画運用指針」の策定であるといえます。 
 
 
○これからの都市計画 
国土交通省では、「産業構造の変化、少子・高齢化社会、地球環境問題、さらには人口減

少時代の到来と大きな時代の転換期」に立っていることを前提に、全国的に共通して緊急性

が高い政策課題について「政策課題対応型都市計画運用指針」を策定しています。 
これは、これまでの都市計画を考えるうえでの前提が変わろうとしており、都市計画にも

大きな変革を迫るものであること、従来の受け身の都市計画では解決できないものも現れて

きていること、国全体で共有すべきいくつかの政策テーマに関して都市計画の運用の指針を

定めることが必要であること、などの認識に基づいて策定されたものです。 
 
最終的には、10テーマ程度の指針が策定されることとなっていますが、2008(平成20)年8
月現在、以下の指針が定められています。 

A.中心市街地の機能回復 
B.産業構造の変化への対応 
C.環境負荷の小さな都市の構築 
D.職住バランスのとれた大都市の都心構造の構築 
E.高齢者が生き生きと暮らせる環境の実現  
F.防災上 危険な市街地の改善 
これらのごくおおまかな内容は、次のとおりです。 
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A. 中心市街地の機能回復

B. 産業構造の変化への対応

C.環境負荷の小さな都市の構築

　中心市街地は、中心市街地に特有の機能を有する地域であり、この機能が魅力的な

ものとなっているかどうかの検討を行う必要がある。中心市街地の衰退に対応するた

めには、都市計画マスタープラン等における戦略的な位置付けが不可欠である。

　従来の重厚長大型産業に対応した都市計画は、産業構造の転換に対応しきれない

面があり、産業構造を踏まえた将来の都市像の検討、新規産業立地に対応できる土

地利用の見直しなどを行う必要がある。

　特に、都市型産業の立地への対応が重要となっている。

　環境負荷の小さな都市を構築していくため、コンパクトな都市の実現、都市交通

への配慮、水循環・物質循環への配慮、生態系への配慮等を行っていく必要があ

る。

　中心部における居住機能の回復は進んでいるが、事業所の立地等との連携、優れ

た都市環境の創造など課題は多く、住宅と非住宅との調和、中心市街地への回帰へ

の対応、中心市街地整備と周辺部との調和などを図っていく必要がある。

　都市構造全体における高齢者への配慮、施設配置・公共交通・利便性等における

高齢者への配慮、バリアフリー化の推進等を行っていく必要がある。

　密集市街地は20世紀における急速な都市化の中で生まれたものであり、都市政策

が新市街地の開発から既成市街地の質的向上へとシフトしつつある中で、積極的な

整備を図っていく必要がある。

D. 職住バランスのとれた大都市の都心構造の構築

E.高齢者が生き生きと暮らせる環境の実現

F.防災上 危険な市街地の改善

 
図22 政策課題対応型都市計画運用指針の概要 
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○集約型都市とは 
前記の指針において共通する主要な概念として登場しているのが集約型都市（コンパク

トシティ）ですが、これは、一般的に次のような都市づくりを指しています。 
 

・老朽化した木造住宅が密集した地区など環
境や防災上の問題がある。
・利用されていない土地があちこちに散在す
る。
・市街地の無秩序な拡大により、都市を取り
巻く農地や緑地の消失を招いている。

・社会基盤の整備に要するコストが低減す
る。
・緑地や農地が保全しやすくなる。
・中心市街地の活性化につながる。

・職住の近接により通勤時の渋滞等の緩
和につながる。

・自動車を利用しなくても中心市街地の
公共公益施設を利用しやすくなる。

無秩序に拡散した広い市街地 緑に縁取られたコンパクトにまとまった市街地

 
図23 コンパクトシティのイメージ（注15 

 
このような考え方は、次のように整理することができます。 
コンパクトシティとは コンパクトシティ＝土地利用の集約化を図り、市街地居住

の推進、中心商業地のにぎわいづくりなどをあわせて進め

ることにより、コンパクトな市街地の形成を図る都市計画

の考え方 
 

                                                
（注15 （コンパクトシティのイメージ）国土交通省東北地方整備局ホームページより
（http://www.thr.mlit.go.jp/compactcity/index.html） 
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5  シビルミニマムの確保 
分散型都市から集約連携型都市への転換は不可避といえますが、都市構造を急速に転換す

ることには無理が伴います。 
人口の減少やモータリゼーションの進展により公共交通の利用者は減少を続けていますが、

自動車の利用できない高齢者など交通移動不便者の生活のためにはバスなどの公共サービス
は不可欠です。また、にぎわいのある中心市街地の形成のためには、商業機能を中心市街地

に集積することが不可欠となっていますが、日常の買い物を中心市街地で済ますことのでき

る都市構造にはなっていない状況にあります。 
そのため、長期にわたる集約連携型都市への移行過程においては、市民の暮らしを支える
シビルミニマムを確保していくことが重要な課題となってきます。 
本計画は、新しい都市のありかたを目指す計画であると同時に、従来の都市の構造からの
急激な転換に対応するためのシビルミニマムの確保を図るための二面的な計画となっていま

す。 
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VI． 「新しい公」について 
 名張市では、市民の参画と連携により地域の課題を解決していくために「新しい公」（平
成20年度策定）を推進しています。以下に詳細を整理します。 
 
 

VI． 「新しい公」 について
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VII． 用語集 
 
 
 用語 読み 解説 ページ 

あ アクセス あくせす 交通の便のこと。 17P等 

か 幹線道路 かんせんどうろ 道路網のうちでも主要な骨格をなし、都市に出入り

する交通及び都市の住宅地、工業地、業務地等相互間

の交通を主として受け持つ道路。周辺地域の開発を促

し、災害時の避難路や延焼遮断帯としての機能もあわ

せもつ。 

15P等 

 共同建替え きょうどうたて
かえ 

敷地が狭い地域において、敷地を共有して集合住宅

などを建てることにより広い住宅を確保すること。 

20P等 

 景観法 けいかんほう 都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図る

ため、2004(平成16)年6月に定められた法律のこと。 

41P等 

 下水汚泥 げすいおでい 排水処理や下水処理の各過程で、沈殿またはろ過等

により取り除かれる泥状の物質で、有機物（＝汚）と

無機物（＝泥）からなる。 

46P 

 コミュニテ

ィビジネス 
こみゅにてぃび

じねす 
地域の市民が主体となり、地域の資源を活用して、

地域の抱える課題をビジネス的手法で解決し、コミュ

ニティの再生を通じて、その活動で得た利益を地域に

還元すること。 

16P等 

さ 里山 さとやま 集落、人里に接した山、あるいはこうした地形にお

いて人間の影響を受けた生態系が存在している状態を

指す言葉。 

25P 

 自然公園 しぜんこうえん 優れた美しい自然の風景地を保護するとともに、そ

の利用の増進を図り、国民の保健及び教化に資するこ

とを目的としている。 

自然公園は、規模及び景観の程度により、国立公

園、国定公園、都道府県立自然公園に区分されてい

る。 

41P等 

 スプロール すぷろーる 市街地が無計画に郊外に拡大し、虫食い状の無秩序

な市街地を形成すること。 

①道路や下水道等の都市施設が整備されないまま低

質な市街地が形成され、防災上、環境上の問題が生じ

る。 

②市街地が開発不適地まで拡散し、公共投資の非効

率化を招いてしまう。 

③形成された低質な市街地をその後改良するために

は、社会的にも困難であり、経済的にも膨大な経費を

要してしまう。 

24P等 

 スローライ

フ 

すろーらいふ その土地の伝統的な食文化や食材を見直す運動や食

品自体をスローフード（Slow Food）というが、ここ

から、地産地消や歩行型社会を目指す生活様式を指し

てスローライフ（Slow Life）という言葉が作られ

た。 

22P 

 ゼロエミッ

ション 

ぜろえみっしょ

ん 
自然界への排出ゼロのシステムを構築する、または

それを構築するように目指すこと。 

47P 

 想定用途地

域 

そうていようと

ちいき 
この計画では、今後用途地域の指定を検討すべき地

域について、「想定用途地域」と呼ぶ。 

38P等 

VII．用語集
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 用語 読み 解説 ページ 

た 大規模商業
施設 

だいきぼしょう

ぎょうしせつ 
大規模小売店舗立地法などによる規制の対象となる

規模の大きな商業施設のこと。 

なお基準となる面積は政令により定められている。 

60P 

 地域地区 ちいきちく 都市計画法に基づく都市計画の種類の１つ。 21P等 

 地区計画 ちくけいかく 建築物の建築形態、公共施設等の配置などから、そ

れぞれの地区の特性にふさわしい良好な環境を整備、

保全するために定められる計画。 

21P等 

 治水 ちすい 洪水などの水害を防ぎ、また水運や農業用水の便の

ため、河川の改良・保全を行うこと。 

46P等 

 道路舗装率 どうろほそうり
つ 

舗装道路実延長÷道路実延長×１００によって表さ

れる指標のこと。 

72P 

 特定用途制

限地域 

とくていようと

せいげんちいき 
地域地区の一つで、用途地域が定められていない土

地の区域(市街化調整区域を除く)内において、その良

好な環境の形成または保持のため、当該地域の特性に

応じて合理的な土地利用を行うために定めるもの。 

41P等 

 都市機能 としきのう 本計画においては、都市機能として市役所・図書館

など公共公益機能の集積、商業店舗の集積、主要鉄道

駅や幹線道路の集中していることなどを指していま

す。 

11P等 

 都市計画基

礎調査 

としけいかくき

そちょうさ 
都市計画法第６条に基づき、概ね５年ごとに実施さ

れる都市計画に関する基礎調査。 

61P 

 都市計画区

域 

としけいかくく

いき 
都市計画法その他関係法令の適用を受けるべき土地

の区域であり、区域の指定は、都道府県知事が行う。 
3P等 

 都市施設 とししせつ 都市施設には、①道路、都市高速鉄道などの交通施

設、②公園などの公共空地、③上下水道・電気・ガス

などの供給処理施設、④河川などの水路、⑤学校など

の教育文化施設、⑥病院等、⑦市場、⑧一団地の住宅

施設、⑨一団地の官公庁施設、⑩流通業務団地などが

ある。 

2P等 

 土地区画整

理事業 

とちくかくせい

りじぎょう 
土地区画整理法に基づき、都市計画区域内の土地に

ついて、公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進を

図るために行われる土地の区画形質の変更や公共施設

の新設又は変更に関する事業 

18P等 

な 農業振興地
域 

のうぎょうしん

こうちいき 
農業振興地域は、農業振興地域の整備に関する法律

に基づき、市町村が策定する農業振興地域整備計画に

より決定される。 

策定に当たっては、向こう10年間の農地利用を考慮

して計画が立案される。計画では、農用地等として利

用する土地を農用地区域として設定し、農業の発展に

必要な措置が集中的に行なわれる。 

40P等 

 農用地区域 のうようちくい
き 

農業振興地域の整備に関する法律により定められた

農用地として利用される区域のこと 

83P 

は バイオマス ばいおます 再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除

いたものをいう。 

25P等 

 ハブ はぶ ハブ（英語: hub）とは「轂（こしき）」を意味

し、車輪の中心部にあって、車輪の外周と車軸とをつ

なぐスポークが一点に集中する部分のこと。転じて周

辺各地への様々な交通機関が集中する場所、交通結節

点を指す場合にも用いられる。 

58P 

 バリアフリ

ー 

ばりあふりー 高齢者、障がい者が社会参加する上での障壁（バリ

ア）をなくす（フリー）こと。 

50P 
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は 保安林 ほあんりん 森林法に基づき、水源の涵養(かんよう)、砂防、風

水害などの予防、魚付き、風致保存などのために保存

の必要があるとして農林水産大臣及び都道府県知事が

指定した森林。 

40P 

ま 緑の基本計
画 

みどりのきほん

けいかく 
緑の基本計画は、都市公園の整備方針、特別緑地保

全地区の緑地の保全､緑化地域における緑化の推進に

関する事項など、都市計画制度に基づく施策と公共公

益施設の緑化、緑地協定、住民参加による緑化活動等

都市計画制度によらない施策や取組を体系的に位置付

けた計画のことで、都市緑地法第４条「緑地の保全及

び緑化の推進に関する基本計画」として定められてい

る。 

45P等 

 未利用地 みりようち 市街地において都市的な土地の利用が行われていな

い土地のこと。 

39P等 

 モータリゼ

ーション 

もーたりぜーし

ょん 
自動車が広く普及し、生活必需品化する現象のこ

と。 

19P等 

 モビリティ

マネジメン

ト 

もびりてぃまね

じめんと 
多様な交通施策を活用し、個人や組織・地域のモビ

リティ（移動状況）が社会にも個人にも望ましい方向

へ自発的に変化することを促す取組を指す。 

44P 

や ユニバーサ
ルデザイン 

ゆにばーさるで

ざいん 
文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、

障がい・能力の如何を問わずに利用することができる

施設・製品・情報の設計（デザイン）をいう。 

50P 

 用途地域 ようとちいき 都市計画法により、都市の環境保全や利便の増進の

ために、地域における建物の用途に一定の制限を行う

地域。住居・商業・準工業・工業の各地域に大別され

る。 

16P等 

ら リダンダン
シー 

りだんだんしー 「余分、冗長」などを指す言葉であるが、災害時に

代替となる道路が確保されていることを示す。 

32P 

 ロハス ろはす LOHAS（ロハス、ローハス）とはLifestyles Of 

Health And Sustainability （健康と持続可能性な、

もしくはこれを重視するライフスタイル）の略。 

22P 

 
 




